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前 文                                              
 
 １  はじめに 

本県の教育は、いつの時代にあっても教育の根底にある、個人の尊厳を尊重し、豊かな

人間性や創造性を育む「こころの豊かさ」の育成を基調に、兵庫型「体験教育」、兵庫型

「キャリア教育」、「兵庫の防災教育」等、兵庫らしい教育を展開し、兵庫はもとより、我が

国の経済・文化・スポーツ等、様々な分野における発展と繁栄に貢献できる人材を育てて

きた。  

 

一方、社会においては、少子化・人口減少や高齢化の進行、グローバル化の進展、地域

間格差、社会のつながりの希薄化、ＩＣＴによる技術革新の進展等が急速に進んでいる。 

 

更に、第３期計画期間中には、新型コロナウイルス感染症の拡大と国際情勢の不安定

化という予測困難な時代の象徴ともいうべき事態が生じ、社会の様々な課題も浮き彫りに

なった。 

 

こうした状況にあっても、県民誰もが希望をもって生きられる、一人一人の可能性が広

がる 『躍動する兵庫』を築くため、新たなビジョンとなる「ひょうごビジョン２０５０」（令和４

（２０２２）年３月）が策定され、この中で、今後、兵庫の教育に期待される人づくりも示され

ている。 

 

これらとともに、国の第４期教育振興基本計画1等を参酌しつつ、第３期「ひょうご教育

創造プラン」の成果と課題を踏まえ、今後の５年間における兵庫の教育の指針となる第４

期「ひょうご教育創造プラン」を策定した。 

 

本プランでは、兵庫らしい教育が展開できるよう、いつの時代においても教育に必要と

されるもの（＝不易）を基本としながら、この中で又は新たにこの５年間に重点的に取り組

むもの（＝流行）を －「『絆』を深め、『在りたい未来』を創造する力」の育成－ のテーマ

のもと、明確にした。 

 

今後、県民の参画と協働のもと、このプランに基づく諸施策を実施し、次代を担う人づく

りに全力で取り組んでいきたい。 

 

 

                                                
1  教育基本法（平成１８年法律第１２０号）に示された理念の実現と、国の教育振興に関する施策の総合的・計画的な推進を図るため、

同法第１７条第１項に基づき政府として策定する計画。令和５年６月１６日に、第４期の教育振興基本計画が閣議決定された。 
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 ２  計画の性格 

○ 本計画の性格は次のとおりである。 

・ 教育基本法第１７条第２項の規定に基づく、本県の教育施策に関する基本的な計画 

・ 家庭教育、幼児期から大学等までの学校教育、生涯学習・社会教育等、本県の教育

全体に関する計画であり、教育に関する各分野の個別計画の基本となる計画 

・ 市町の教育に関する計画の策定や施策の実施において、尊重されるべき基本指針 

・ 県行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例第３条に基づき、当該計画のうち

基本構想に係る基本方針及び基本的方向について、県議会の議決を経て改定（令

和６（２０２４）年３月） 
 

 

 

 ３  計画の期間及び運用 

○ 計画期間は、令和６（２０２４）年度から令和１０（２０２８）年度までの５年間とする。 

○ 毎年度、実施計画を定め具体的施策に取り組むとともに、その検証を行いつつ、次年

度の実施計画に反映していく。 

○ 具体的施策の推進に当たっては、県・市町（学校、社会教育施設等）、家庭、地域が一

体となって、教育関係の公益法人、ＮＰＯ（非営利団体）等の関係団体等とも連携を図

りつつ、社会全体で教育の向上に取り組む。 

 

 
 
 
 
 

【教育基本法】 
（教育振興基本計画） 

第十七条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興に

関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基本的な計

画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における教育

の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。 

 

【県行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例】 
（議会の議決） 

第３条 知事等は、基本的な計画の策定、変更（軽微な変更を除く。以下同じ。）又は廃止をするに当

たっては、当該計画のうち基本構想に係ることについて、議会の議決を経なければならない。 
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第１部 本県教育の成果と課題（第３期プランの検証）             

第３期「ひょうご教育創造プラン（兵庫県教育基本計画）」（計画期間：令和元（２０１９）

年度～令和５（２０２３）年度）の基本理念「兵庫が育む こころ豊かで自立する人づくり」に

基づき、第３期プランが掲げる３つの「基本方針」に沿って取組及び成果と課題を整理した。 

 
 

 
令和２（２０２０）年を迎えた直後、全国的に新型コロナウイルス感染症が拡大し、緊急事

態宣言が発出され、感染拡大防止のため様々な対策が実施された。 

学校においても、国の要請による全国一斉の臨時休業措置が講じられ、それ以後数次に

わたり臨時休業措置が延長された。休業期間中の学習保障、心理的ストレスを抱えている子

どもたちへの心のケア等、これまでにない課題に直面した。学校再開後においても、臨時休

業を余儀なくされる学校は依然として存在するとともに、海外留学、国際交流の中止や、兵庫

型「体験教育」も十分な体験ができないなど、教育活動を制限せざるを得ない状況であった。 

そのような中でも、未来社会を担う子どもたちの学びを推進すべく、整備されたＩＣＴ環境

の活用をはじめとして、可能な限りの創意工夫を行いながら、学校・家庭・地域が連携した取

組を進めてきた。 

 

１ 新型コロナウイルス感染症の影響により、実績値が取れなかったために評価できなかっ
た指標、目標値を下回った（７０％未満）指標 

（注）指標は達成状況を４段階で評価しており、詳細は次のとおり。 

◎：１００％以上達成、○：概ね達成（９０％以上～１００％未満）、△：やや下回った（７０％以上～９０％未満）、  

▲：下回った（７０％未満）、－：新型コロナウイルス感染症の影響により実績値が取れないため評価なし又は実績値未確定、 

※：目標設定なし又は参考指標のため評価なし 

  

基本方針１ 「生きる力」を育む教育の推進 

区分 指標 
R2（2020） R3（2021） R4（2022） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 

基本的方向（１） 
「全国学力・学習状況調査」にお
ける学力調査結果（平均正答
率）［小学校］ 

国語 － － 64% ○ 65% ○ 

算数 － － 71% ◎ 64% ◎ 

基本的方向（１） 
「全国学力・学習状況調査」にお
ける学力調査結果（平均正答
率）［中学校］ 

国語 － － 64% ○ 69% ◎ 

数学 － － 58% ◎ 53% ◎ 

英語 － － － ※ － ※ 

基本的方向（２） 今住んでいる地域の行事に参加
している児童生徒の割合 

小 － － 56.7% ○ 50.7% ○ 

中 － － 43.7% ◎ 40.4% ◎ 

基本的方向（２） 

自発的に地域活動やボランティア活動
（地域の祭り等の伝統行事や清掃活動
等：学校行事除く）に参加した生徒の割
合［高］ 

30.9% △ 27.7% ▲ 28.0% △ 

基本的方向（２） 
自分にはよいところがあると思う
児童生徒の割合 

小 － － 77.1% ◎ 78.2% ○ 
中 － － 76.5% ◎ 78.0% ○ 

基本的方向（２） 
人の役に立つ人間になりたいと
思う児童生徒の割合 

小 － － 96.1% ◎ 95.4% ◎ 
中 － － 95.4% ◎ 95.3% ◎ 

基本的方向（２） 
地域と連携した防災訓練を実施
した学校の割合 

小 36.1% ▲ 38.4% ▲ 41.6% ▲ 
中 21.8% ▲ 22.8% ▲ 24.3% ▲ 

新型コロナウイルス感染症の主な影響等 
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基本方針１ 「生きる力」を育む教育の推進 

区分 指標 
R2（2020） R3（2021） R4（2022） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 

基本的方向（２） 高校生被災地ボランティア実施状況
（県立学校）（のべ校数・人数） 

 4 校 
44 人 

▲ 
 13 校 
117 人 

▲ 
 17 校
123 人 

▲ 

基本的方向（３） 新体力テスト総合評価（Ａ＋Ｂ）
の割合 

小 － － 29.5% △ 30.1% △ 
中 － － 38.0% △ 36.3% △ 
高 － － 54.4% ○ 56.2% ○ 

基本的方向（３） 
規則正しく１日３度（朝・昼・夕）
食事をすることは大切であると
考える児童生徒の割合 

小 － － 97.4% ○ 97.3% ○ 

中 － － 97.2% ○ 96.9% ○ 

基本的方向（３） 
学校管理下における災害（負傷・疾
病）発生件数 

 38,851 件 ◎ 44,686 件 ▲ 42,839 件 ◎ 

基本的方向（５） 

県立特別支援学校における福祉、企
業、地域等関係者を対象としたオープ
ンスクール実施日数（１校あたりの平
均日数） 

3.1 日 ▲ 4.0 日 ▲ 4.8 日 ▲ 

 
基本方針２ 子どもたちの学びを支える環境の充実 

区分 指標 
R2（2020） R3（2021） R4（2022） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 

基本的方向（１） 
いじめは、どんな理由があっても
いけないことだと思う児童生徒
の割合 

小 － － 97.0% ○ 96.8% ○ 

中 － － 96.1% ○ 96.3% ○ 

基本的方向（４） 専門学校フェスタへの来場者数 1,500 人 ▲ 2,900 人 ▲ 4,800 人 ○ 

基本的方向（５） 市町における子育て家庭を対象とした
講座への参加者数 226,729 人 ▲ 302,656 人 ▲ 435,265 人 ▲ 

 
基本方針３ 人生 100 年を通じた学びの推進 

区分 指標 
R1（2019） R2（2020） R3（2021） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 

基本的方向（３） 
国民体育大会天皇杯・皇后
杯８位以内入賞の継続（天
皇杯・皇后杯） 

天皇杯 13 位 
○ － － － － 

皇后杯  8 位 

 
 
２ 指標の追加について 

新型コロナウイルス感染症による教育活動の制限や、急速に進んだＩＣＴ環境の整備等、
教育を取り巻く状況が大きく変化した中でも、第３期プランのめざす姿の実現に向けてより
実効性のあるものとなるよう、既存の指標のみでは施策の取組状況の把握が困難なものに
ついて、以下の項目を追加し、達成に向けて取り組んだ。 

 

基本方針１ 「生きる力」を育む教育の推進 

施策 指標 
R3（2021） 
実績値 

R4（2022） 
実績値 

R5（2023） 
目標値 

基本的方向（２）「豊か
な心」の育成 
オ 「兵庫の防災教育」

の推進 

学校防災体制に関する研修会を実施した
学校の割合      

小 89.9% 
中 87.6% 

小 98.9% 
中 96.1% 

小 94% 
中 92% 

高校生被災地ボランティア実施状況（県
立学校）（現地での活動かを問わない） 

41 校 36 校 60 校 

基本的方向（５）特別支
援教育の推進 
イ 一貫性のある支援体

制の構築 

福祉、企業、地域等関係者を対象とした理
解啓発情報をホームページ等で月に１回
以上発信している県立特別支援学校の
割合 

－ 78.6% 100% 
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基本方針２ 子どもたちの学びを支える環境の充実 

施策 指標 
R3（2021） 
実績値 

R4（2022） 
実績値 

R5（2023） 
目標値 

基本的方向（１）教職員
の資質・能力の向上 
ア 質の高い教職員の確

保及び資質・能力の
向上 

授業にＩＣＴを活用して指導することができ
る教員の割合（小・中・高・特） 

74.6% 76.5% 80% 

基本的方向（４）私学教
育の振興 
イ 専修学校・各種学校

の教育への支援 

専門学校フェスタへの参加校数 20 校 20 校 24 校 

基本的方向（５）家庭と
地域による学校と連携し
た教育の推進  
ア 家庭の教育力の向

上 

市町における子育て家庭を対象とした講
座の実施回数（オンラインでの実施を含
む） 

21,315 回 26,391 回 
24,000 回 

以上 
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子どもたちの発達段階や多様なニーズを踏まえて、新学習指導要領に基づき、幼児教育から高

等教育までの各学校段階間の接続を重視しながら、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を

バランスよく育成することに加え、社会的・職業的自立に向けたキャリア教育、障害の有無等に関わ

らないインクルーシブ教育システムの構築を図る特別支援教育を含め、総合的に「生きる力」を育

むため、次の７つの基本的方向に沿って教育施策を推進した。 

 

１ 「確かな学力」の育成 

 （１） これまでの主な取組 

・  義務教育段階では、全国学力・学習状況調査の結果を踏まえ、小・中学校９年間を見通し

た総合的な学力向上対策を推進した。また、個に応じた指導の充実を図り、基本的な学習

習慣・生活習慣の定着や基礎学力の向上等を図るため、小学校での教科担任制や柔軟な

少人数学習集団の編成等を行う「兵庫型学習システム」を推進した。 

・  高校段階では、「ひょうご学力向上研究事業」等により、新学習指導要領の実施を踏まえ

た「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けたカリキュラム開発を行うとともに、高校生の

課題解決力を高めるため、企業や自治体等と連携した取組を支援した。 

・  豊かな語学力やコミュニケーション能力を育成する外国語教育を推進するとともに、将来

グローバルに活躍する人材を育成するため、高校生の海外留学の促進、海外の学校等との

国際交流の充実等により、チャレンジ精神や異なる文化・価値観を理解し、国際社会の平和

や発展に貢献する態度の育成及び国際教育の強化を図った。 

・  魅力ある県立高校づくりを進めるため、学校の望ましい規模と配置、学科等の在り方につ

いて、「県立高等学校教育改革第三次実施計画」に基づき教育改革を推進した。また、学び

たいことが学べる学校づくりを一層推進するため、県立高校の特色ある取組を支援するとと

もに、発展的統合対象校の伝統・特色の継承・発展へ向けた検討や対象校の交流を支援し

た。 

・  企業や大学と連携した学びを発表する場を通じて、先進的な理数・科学技術の理解を深

めようとする態度を育成する取組を推進するとともに、異校種間の連携や外部の専門家等

の活用により理数教育の充実を図った。 

・  学年間・校種間の接続を踏まえた系統的な指導ができるよう、「兵庫県版プログラミング

教育スタートパック」を活用し、発達段階に応じたプログラミング教育を推進した。また、教員

のＩＣＴ活用指導力の向上を図るとともに、情報モラル教材「ひょうごＧＩＧＡワークブック」を

作成し、子どもたちの情報モラルやセキュリティに関する意識の醸成を図った。 

 

 

 

 

 

基本方針１  

「生きる力」を育む教育の推進 

6



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（２） 主な成果と課題 

・  全国学力・学習状況調査において､小・中学校共に全科目で、全国平均と同程度の学力と
なっている。引き続き、「兵庫型学習システム」を推進し、「主体的・対話的で深い学び」の実
現に向けた授業改善や、多面的な児童生徒理解に基づく指導の充実を図るとともに、教員
を対象とした授業改善に向けた実践的な研修を実施し、教員の指導力向上を図る必要が
ある。 

・  高校においても「学校の授業がよく分かる」と感じている生徒の割合は、概ね目標を達成し
ている。引き続き、令和４（２０２２）年度から年次進行で実施された新学習指導要領を踏ま
えた授業改善を進める必要がある。 

・  ＣＥＦＲ A１レベル相当以上の英語力を有すると思われる中学３年生の割合は、概ね目標
を達成している。指導資料及び映像教材等を活用して指導方法を工夫することで、生徒の
英語力向上に取り組む必要がある。 

・  海外留学が制限される中、オンラインによる国際交流や国内在住の留学生との交流の実
施、ＡＬＴの効果的な活用や教員研修での指導方法の周知等の成果により、ＣＥＦＲ A２レベ
ル相当以上の英語力を有すると思われる高校３年生の割合が、着実に増加し目標を達成し
た。更なる英語力向上のため、英語の授業に工夫・改善を図り、生徒の英語による言語活動
を充実させるとともに、国際交流や海外留学等の促進を図るなど、英語を用いて主体的にコ
ミュニケーションを図る機会を拡大していくことが重要である。 

・  「県立高等学校教育改革第三次実施計画」に基づき、学校の魅力と特色づくり、望ましい
規模と配置、入学者選抜制度・方法の工夫と改善に取り組む必要がある。 

・  高校における理数教育の充実を図るため、外部機関との連携等による先進的な調査研究
を促進し、課題解決能力、創造性等の育成に取り組む必要がある。 

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 
「全国学力・学習状況調査」
における学力調査結果（平均
正答率）［小学校］ 

国語 62% ○ － － 64% ○ 65% ○ 全国平均 
以上 算数 67% ◎ － － 71% ◎ 64% ◎ 

「全国学力・学習状況調査」
における学力調査結果（平均
正答率）［中学校］ 

国語 73% ◎ － － 64% ○ 69% ◎ 
全国平均 

以上 
数学 62% ◎ － － 58% ◎ 53% ◎ 
英語 58% ◎ － － － ※ － ※ 

「学校の授業がよく分かる」と感じて
いる生徒の割合［高］ 

64.9% ◎ 65.3% ◎ 59.8% ○ 62.2% ○ 65% 

ＣＥＦＲ A１レベル相当以上の
英語力を有すると思われる中
学３年生の割合 

中 40.2% △ 44.2% △ 41.6% △ 46.2% ○ 50% 

ＣＥＦＲ A２レベル相当以上の
英語力を有すると思われる高
校３年生の割合 

高 51.8% ◎ 52.9% ◎ 53.1% ◎ 54.8% ◎ 50% 

高校の魅力・特色を高校選択の理
由にした生徒の割合 

81% 
(H29) 

－ 82.5% ○ 79.3% ○ 78.6% ○ 86% 

探究活動に関わる発表会等で発表
した生徒の割合 

41.9% ◎ 42.3% ◎ 53.9% ◎ 59.9% ◎ 50% 

プログラミングに関する研修を受講
した教員がいる小学校の割合 

100% ◎ 100% ◎  

プログラミング教育の年間指導計
画を立てた小学校の割合 

 56.3% ◎ 88.1% ◎ 100% 
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・  プログラミング教育の年間指導計画を立てた小学校の割合は着実に増加し、目標を達成
した。引き続き、学年間・校種間の接続を踏まえた系統的なプログラミング教育を推進すると
ともに、子どもたちへの情報モラル指導や教員自身の情報リテラシー向上を図るため、情報
モラル教材及び研修資料の活用を推進し、発達段階に応じた情報活用能力の育成に着実
に取り組むことが重要である。 

 
２ 「豊かな心」の育成 
 （１） これまでの主な取組 

・  子どもたちの豊かな人間性や社会性を育むため、体系的な兵庫型「体験教育」の充実を
図るとともに、地域の人々との交流、自然とのふれあい等を通じて、学校・家庭・地域が一体
となり、様々な場で発達段階に応じた体験活動を推進した。 

・  自らの国や兵庫を愛し誇りをもつとともに、兵庫の一員として地域の振興に貢献しようとす
る人材を育成するため、「ひょうごのふるさと魅力発見事業」や「高校生ふるさと貢献・活性
化事業」等を通じて、兵庫の歴史・産業・防災に関する知識・理解を深め、ふるさと意識の醸
成を図った。 

・  学校における道徳科での学びに加え、学校の教育活動全体を通じた道徳教育を家庭・地
域との連携のもとに推進するため、指導体制の充実や教員の指導力向上を図るとともに、道
徳の授業公開や兵庫版道徳教育副読本の家庭での活用を推進した。 

・  多文化共生社会の実現をめざす教育の充実のため、日本語指導が必要な外国人の子ど
もたちを支援するための支援員の配置や、子ども多文化共生サポーターの派遣の充実を図
った。また、学校の教育活動全体を通じて人権教育を推進するため、組織的・計画的な取組
の推進、キャリアステージに応じた教員の指導力向上、人権教育資料等の効果的な活用を
促進した。 

  ・  阪神・淡路大震災や東日本大震災の教訓を踏まえ、専門家の活用や多発する気象災害に
対応する取組等の充実により、実践的な防災教育及び各学校の防災体制の整備を推進し
た。また、被災地支援等の経験をいかした防災ジュニアリーダーの育成等を通じて、助け合
いやボランティア精神等共生の心を育む「兵庫の防災教育」の充実を図った。 

 

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 
自然学校で主体的な活動を促す
取組を実施した学校の割合 

82.1% ◎ 89.5% ◎ 93.8% ◎ 96.6% ◎ 80% 

今住んでいる地域の行事
に参加している児童生徒
の割合 

小 65.2% ○ － － 56.7% ○ 50.7% ○ 全国平均 
以上 中 49.3% ○ － － 43.7% ◎ 40.4% ◎ 

自発的に地域活動やボランティ
ア活動（地域の祭り等の伝統行
事や清掃活動等：学校行事除
く）に参加した生徒の割合［高］ 

38.4% ○ 30.9% △ 27.7% ▲ 28.0% △ 40% 

自分にはよいところがある
と思う児童生徒の割合 

小 82.8% ◎ － － 77.1% ◎ 78.2% ○ 全国平均 
以上 中 74.5% ◎ － － 76.5% ◎ 78.0% ○ 

人の役に立つ人間になり
たいと思う児童生徒の割
合 

小 95.9% ◎ － － 96.1% ◎ 95.4% ◎ 全国平均 
以上 中 94.5% ◎ － － 95.4% ◎ 95.3% ◎ 
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（２） 主な成果と課題 

・  新型コロナウイルス感染症の影響により、地域行事が中止になるなど、地域の行事に参加

している児童生徒の割合が減少する一方、自然学校で主体的な活動を促す取組を実施し

た学校の割合が、毎年度目標を大きく上回った。引き続き、子どもたちのふるさと意識の醸

成を図るとともに、地域の人々との交流、自然とのふれあい等を通じて、学校・家庭・地域が

一体となり、様々な場で発達段階に応じた体験活動を推進することが重要である。 

・  新型コロナウイルス感染症の影響により、高校において自発的に地域活動やボランティア

活動に参加した生徒の割合が大きく減少したことから、学校行事等で行っているボランティ

ア活動等の充実を図ることで、自発的な活動へつなげる必要がある。 

・  自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合は概ね目標を達成した。引き続き、子ども

たちの自尊感情や、よりよく生きるための基盤となる道徳性を養うため、教員の授業力向上

や学校と家庭・地域が連携した道徳教育の更なる充実を図る必要がある。 

・  多様な文化的背景をもつ人々と豊かに共生する心を培うため、家庭・地域・関係団体との

連携のもと、多文化共生に関わる事業等に引き続き取り組むことが重要である。また、日本

語指導が必要な外国人の子どもたちが増加傾向にあり、子ども多文化共生サポーターの人

材確保に引き続き取り組むことが重要である。 

・  新型コロナウイルス感染症の影響により、地域と連携した防災訓練等の実施割合が大きく

減少したことを踏まえ、連絡会議や研修会の中で、感染症の流行下における地域と連携し

た防災訓練について実践例を周知し、訓練方法の工夫や積極的な実施を図るとともに、被

災地ボランティア活動の内容を工夫して取り組む必要がある。 

 

３ 「健やかな体」の育成 

 （１） これまでの主な取組 

・  子どもたちの体力水準の維持・向上と運動習慣の確立を図るため、「体力アップひょうご」

サポート事業により体力アップサポーターの派遣等を推進し、子どもたちのスポーツに親し

む機会の充実を図った。 

・  子どもたちの健康で望ましい食習慣を形成するため、学校教育活動全体を通じた食育を

推進し、食育の重要性に関する意識の涵養を図るとともに、家庭や地域の協力を得ながら

食育の実践に取り組んだ。 

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 

地域と連携した防災訓
練を実施した学校の割
合 

小 51.9% ◎ 36.1% ▲ 38.4% ▲ 41.6% ▲ 70% 

中 25.3% △ 21.8% ▲ 22.8% ▲ 24.3% ▲ 55% 

学校防災体制に関す
る研修会を実施した学
校の割合 

小 
 

98.9% ◎ 94% 

中 96.1% ◎ 92% 

高校生被災地ボランティア実
施状況（のべ校数・人数） 

 45 校
795 人 

△ 
 4 校 
44 人 

▲ 
 13 校
117 人 

▲ 
 17 校
123 人 

▲ 
 60 校 
824 人 

高校生被災地ボランティア実
施状況（現地での活動かを
問わない）（校数） 

 36 校 ▲ 60 校 
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・  アレルギー疾患や心の問題等、学校における現代的な健康問題に対応するための教職員

の資質の向上、薬物乱用防止教育・がん教育の推進等、子どもたちが健康への意識を高め、

生涯にわたって健康の保持増進に自主的・主体的に取り組む意義について理解を深めるた

めの機会の充実を図った。また、子どもたちに自らの安全を守るための能力を身に付けさせ

るため、安全教育に取り組んだ。 

 
（２） 主な成果と課題 

・  新型コロナウイルス感染症の影響により、子どもたちの運動機会が減少している状況にお

いて、新体力テスト総合評価（Ａ＋Ｂ）の割合は目標を達成できなかったが、高校においては

増加傾向となり概ね目標を達成した。引き続き、運動好きの子どもたちの増加を図るため、

専門的な指導力を有する地域指導者の派遣事業等を展開し、生涯にわたって継続的にス

ポーツに親しむ資質と能力を育むことで、体力・運動能力の向上につなげていく必要がある。 

・  規則正しく１日３度（朝・昼・夕）食事をすることは大切であると考える児童生徒の割合は

概ね目標を達成した。引き続き、「食育ハンドブック」等を活用し、学校教育活動全体を通じ

た組織的・計画的・継続的な食育推進体制の充実を図るとともに、家庭・地域と連携した食

育を推進する必要がある。 

・  子どもたちが健康への意識を高め、生涯にわたって健康の保持増進に自主的・主体的に

取り組む態度や、子どもたちが様々な危機に適切に対応し、自らの安全を守る能力を育成

するための教室・講習を実施するなど、保健・安全教育の充実を図る必要がある。 

 

４ 兵庫型「キャリア教育」の推進 

  （１） これまでの主な取組 

・  将来、社会の中で自立するために必要な能力を育成するため、兵庫版「キャリア・パスポー

ト」や「高校生キャリアノートモデル」を活用するなど、小・中・高校が連携し、発達段階に応じ

た体系的・系統的なキャリア教育の推進に取り組んだ。 

・  県立特別支援学校においても、卒業後の自立と社会参加に向け、個々のニーズに応じた

進路実現をめざすため、早期からのキャリア教育の充実に取り組んだ。 

・  政治的教養を高める教育、消費者教育の充実等を図りながら、職業生活や日常生活に必

要な知識や技能、技術を主体的に身に付けるための教育を推進するなど、一人一人が自己

の生き方や働き方について考えを深める取組の実施により、キャリアプランニング能力等の

育成を図った。 

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 

新体力テスト総合評価
（Ａ＋Ｂ）の割合 

小 32.7% ○ － － 29.5% △ 30.1% △ 39% 
中 41.6% ○ － － 38.0% △ 36.3% △ 48% 
高 52.7% ○ － － 54.4% ○ 56.2% ○ 60% 

規則正しく１日３度（朝・
昼・夕）食事をすることは
大切であると考える児童
生徒の割合 

小 97.7% ○ － － 97.4% ○ 97.3% ○ 100% 

中 96.4% ○ － － 97.2% ○ 96.9% ○ 100% 

学校管理下における災害（負
傷・疾病）発生件数［小・中・
高］ 

50,779 件 ◎ 38,851 件 ◎ 44,686 件 ▲ 42,839 件 ◎ 前年度比減 
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・  兵庫型「体験教育」や海外留学・国際交流等、子どもたちの発達段階に応じた多様な体

験活動を通じて、社会に触れる機会を充実し、子どもたちのキャリア形成を支援した。 

 
（２） 主な成果と課題 

・  将来の夢や目標を持っている児童生徒や、将来の生き方や職業について考え、それを実現

するために努力している生徒の割合は、概ね全国平均と同程度である。更なる増加を図るた

め、子どもたちのキャリア発達や意識、教職員の取組等の実態把握を通じて県全体で工夫・

改善を行い、子どもたち一人一人のキャリア発達を小学校から高校まで一貫して支援する

必要がある。また、小・中・高校の学びを蓄積し、キャリア形成にいかすため、兵庫版「キャリ

ア・パスポート」等を活用した校種間の接続・連携を推進する必要がある。 

・  企業等の外部人材や特別支援学校技能検定を効果的に活用した授業改善を推進するこ

とで、高等部から一般就労した卒業生の割合は概ね目標を達成した。引き続き同様の取組

を推進し、個々のニーズに応じた進路実現をめざすとともに、多様な子どもの社会参加が進

むよう、県民に特別支援教育への理解を促すことが重要である。 

 

５ 特別支援教育の推進 

 （１） これまでの主な取組 

・  特別な支援を必要とする子どもたちの安定した学校生活や集団活動を支援するため、学

校生活支援教員の配置、実践研究校の設置等により通級による指導の充実を図った。 

・  特別支援教育に関する教職員の資質向上を図るため、「すべての教職員のためのインクル

ーシブ教育システム構築研修」や企業等と連携した「ＩＣＴ人材育成のための指導の在り方

に関する調査研究事業」を通じて、すべての教職員が障害や特別支援教育に係る理解を深

める取組を推進した。 

・  県立特別支援学校の在籍児童生徒の増加に対応するため、新設特別支援学校の設置や

既存の特別支援学校の発展的統合等の整備・推進に取り組んだ。 

・  障害のある子どもたちが、学校現場、病院及び福祉施設における活動等の日常生活の中

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 

将来の夢や目標を持っ
ている児童生徒の割合 

小 84.6% ◎ － － 80.5% ◎ 79.7% ○ 全国平均 
以上 中 69.7% ○ － － 66.8% ○ 65.5% ○ 

将来の生き方や職業について
考え、それを実現するために努
力している生徒の割合［高］ 

64.7% ◎ 68.4% ◎ 68.9% ◎ 67.5% ○ 70% 

県立特別支援学校高等部から
一般就労した卒業生の割合 

30.2% ◎ 31.0% ◎ 29.6% ○ 28.5% △ 34% 

今住んでいる地域の行
事に参加している児童
生徒の割合【再掲】 

小 65.2% ○ － － 56.7% ○ 50.7% ○ 全国平均 
以上 中 49.3% ○ － － 43.7% ◎ 40.4% ◎ 

自発的に地域活動やボランテ
ィア活動（地域の祭り等の伝統
行事や清掃活動等：学校行事
除く）に参加した生徒の割合
［高］【再掲】 

38.4% ○ 30.9% △ 27.7% ▲ 28.0% △ 40% 
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で、適切な支援を受けることができるよう、家庭と教育、医療、福祉との連携を深めるための

取組を推進し、連携による切れ目ない特別支援教育に関する支援の充実を図った。 

 
（２） 主な成果と課題 

・  「個別の教育支援計画」等の資料の引継ぎが必要な生徒のうち、進学先の高校等へ引継

ぎを行った生徒の割合は上昇し、組織的な引継ぎの仕組みは整いつつあるものの、引継ぎ

を必要とするすべての生徒の支援情報の引継ぎに至っていない現状がある。特別な教育的

支援を必要とする生徒の支援情報が進学先に確実に引き継がれるよう、引継ぎの効果等に

ついて引き続き学校・保護者に周知するとともに、個別の教育支援計画や「中・高連携シー

ト」を活用することで、対象生徒が入学当初から適切な支援を受けられるよう好事例を収集、

発信する必要がある。 

・  新型コロナウイルス感染症の影響により、県立特別支援学校における福祉、企業、地域等

関係者を対象としたオープンスクールの実施日数は、令和２（２０２０）年度に大きく減少した。

特別支援教育の理解促進を図るため、理解啓発情報を月に１回以上発信している県立特

別支援学校の割合は目標に達しつつあるが、引き続き、福祉、企業、地域等関係者と連携を

図り、オープンスクールや公開講座の開催、ホームページ等での積極的な発信等に取り組む

必要がある。 

・  「県立特別支援学校における教育環境整備方針」に基づき、引き続き、地域の実情を踏ま

えながら計画的な教育環境整備を進める必要がある。 

 

６ 幼児期の教育の充実 

 （１） これまでの主な取組 

・  「幼児教育連携促進事業」を実施し、幼稚園、認定こども園、保育所の関係する機関が連

携して幼児教育に取り組むとともに、研修資料を作成し、幼稚園、保育所、認定こども園及

び小学校に配布するなど、小学校教育との接続を円滑かつ効果的なものとなるよう取り組

んだ。 

・  幼児一人一人の発達の特性に応じた質の高い教育・保育を推進するため、認定こども園

園長研修等、資質向上のための研修を実施するとともに、資格取得等支援により保育教諭

の確保に取り組んだ。 

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 
「個別の教育支援計画」等の資
料の引継ぎが必要な生徒のう
ち、進学先の高等学校等へ引継
ぎを行った生徒の割合［中］ 

91.7% ◎ 92.1% ◎ 93.6% ○ 94.6% ○ 100% 

県立特別支援学校における福
祉、企業、地域等関係者を対象と
したオープンスクールの実施日数
（１校あたりの年間平均） 

5.9 日 ○ 3.1 日 ▲ 4.0 日 ▲ 4.8 日 ▲ 8.5 日 

福祉、企業、地域等関係者を対
象とした理解啓発情報をホーム
ページ等で月に１回以上発信し
ている県立特別支援学校の割合 

 78.6% ○ 100% 
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・  幼児一人一人の発達や学びの連続性及び家庭生活等との連続性を確保するため、「保育

所・認定こども園整備事業」等を推進し、計画的に環境整備等の充実を図った。 
 

 

 

 

 

 
 

（２） 主な成果と課題 

・  「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を踏まえた保育実践を行っている保育士及び教

員の割合は着実に増加し概ね目標を達成していることから、引き続き、各市町において実施

する幼保合同研修において、連携内容の一層の充実を図るため、幼児教育施設間の連携

（横の連携）に加え、小学校との連携・接続（縦の連携）の取組を更に推進していく必要が

ある。 

・  全県的な幼児教育の質の向上に取り組むため、幼稚園、保育所、認定こども園、小学校及

び保護者等に対し、「すくすく ひょうごっ子」（幼児教育資料・親子ノート）の更なる活用を推

進する必要がある。 

・  私立幼稚園では、幼稚園教諭の人材確保が困難となっており、幼児教育体験や親教育等

の在宅幼児への子育て教育に取り組む幼稚園が減少傾向にある。今後も、私立幼稚園に

おいて特色ある教育が提供できるよう、幼稚園教諭の人材確保に努める必要がある。 

 

７ 高等教育（大学）の推進 

  （１） これまでの主な取組 

・  グローバル化や高度情報化社会の進展等、社会変化に的確に対応し、魅力ある教育研究

を進めるため、「兵庫県公立大学法人第二期中期目標・中期計画」に基づき、新学部の開

設や大学院改革等による県立大学の個性化・特色化を推進した。 

・  ＨＵＭＡＰ（兵庫・アジア太平洋大学間交流ネットワーク）構想の推進等により県内外の大

学との連携の強化を図った。 

・  但馬地域初の４年制高等教育機関として、芸術文化と観光の双方の視点をいかし、地域

の活力を創出する専門職業人の育成を目的とした専門職大学を開学した。 
  

 

 

 

 

 
 

（２） 主な成果と課題 

・  県立大学の卒業生の就職率は、各学部における魅力ある教育の取組により高い水準で推

移しており、毎年度、全国平均を上回る割合となった。「第二期中期目標・中期計画」に基づ

き、県立大学の個性化・特色化を推進し、学生や地域にとって魅力ある個性豊かな県立大

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 

「幼児期の終わりまでに育って
ほしい姿」を踏まえた保育実践
を行っている保育士及び教員
の割合 

83.6% ◎ 89.0% ◎ 89.1% ○ 89.2% ○ 100% 

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 
県立大学における就職率（学
部） 

99.1% ◎ 96.3% ◎ 97.8% ◎ 99.0% ◎ 全国平均以上 

専門職大学における志願者
倍率 

 7.8 倍 ◎ 3.5 倍 ▲ 4.6 倍 △ 6.0 倍 
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学づくりを一層推進することが重要である。 

・  ＨＵＭＡＰ構想に参加する大学の短期留学生数は、海外渡航の制限の影響で令和２（２０２

０）年度に大幅に減少したが、徐々に増加傾向にあることから、引き続き県内外の大学との

連携の強化を図る必要がある。 

・  芸術文化観光専門職大学について、芸術文化及び観光の双方の視点をいかして地域の

活力を創出する専門職業人を育成するとともに、大学広報に一層力を入れ、大学独自の取

組や魅力を積極的にＰＲすることにより、受験者の獲得につなげる必要がある。 
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子どもたちの多様な学びに対応するための教職員一人一人の資質・能力の向上及び働き方改
革の推進はもとより、いじめ、不登校等の課題について校長のリーダーシップのもと、学校全体で取
り組む組織づくり、安心・安全で質の高い教育環境の整備、ＩＣＴ環境の充実、多様化する県民のニ
ーズに応じた兵庫の公教育の一翼を担う私学教育の振興を図ることに加え、子どもたちが安心で
きる家庭教育に関する環境づくり、地域全体で家庭教育を支える仕組みづくりを支援し、学校・家
庭・地域が連携・協働した社会総掛かりの教育を推進するため、次の５つの基本的方向に沿って教
育施策を推進した。 
 
１ 教職員の資質・能力の向上 
 （１） これまでの主な取組 

・  校長及び教員の職責及び適性に応じて資質・能力の向上を図るため、「兵庫県管理職・教
員資質向上指標」等を踏まえた体系的・実践的な教職員研修の充実を図った。 

・  教員採用試験の工夫・改善を図るとともに、ＰＲ動画の制作や講座等の実施により教員の
魅力の発信を行い、専門性はもとより、チャレンジ精神が旺盛で高い倫理観と使命感を有す
る優秀な教職員の確保に取り組んだ。 

・  教職員の勤務時間の適正化を図るため、外部人材の積極的な活用として、希望する全小
学校・中学校・義務教育学校・特別支援学校へのスクール・サポート・スタッフ配置支援の拡
充、県立学校業務支援員の配置時間の拡充、部活動指導員の配置等により教職員の業務
負担軽減に取り組んだ。 

・  教職員が心身共に健康でその能力を十二分に発揮できるよう、「教育職員の業務の量の
適切な管理に関する措置等を定める規則」及び「働きがいのある学校づくりに関する方針」
等に基づき、業務量の適切な管理に努め、ワーク・ライフ・バランスの実現を図った。また、組
織体制及び勤務環境の整備、ＩＣＴを活用した業務の効率化、教職員の意識改革に取り組
んだ。 

・  精神疾患の未然防止をめざし、教職員の心の健康の保持増進を図るため、教職員のメン
タルヘルス体制の整備・充実を図った。 

・  持続可能な部活動と教員の負担軽減を図るため、国の「学校の働き方改革を踏まえた部
活動改革」の方針に基づく部活動の地域移行等に向けて取り組んだ。 

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 

教員採用選考試験
の倍率 

5.8 倍 ○ 5.4 倍 ○ 4.6 倍 △ 4.6 倍 △ 6 倍程度 

授業にＩＣＴを活用
して指導することが
できる教員の割合
［小・中・高・特］ 

 76.5% ◎ 80% 

（参考） 
授業等以外の業務
量の削減 

月 48 時間 26 分 
年 581 時間 15 分 

※ － ※ － ※ 
月 41 時間 40 分 
年 500 時間 00 分 

※ 
月 45 時間 
年 360 時間 

基本方針２  

子どもたちの学びを支える環境の充実 
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（２） 主な成果と課題 

・  教員採用試験の倍率は低下傾向にあるものの、他府県と比較すると高い水準を維持して

いる。引き続き、専門性はもとより、様々な教育課題に適切に対応できる教職員を確保する

ため、人間性・資質の重視に加え、自身の実体験を通じた教育観を確認する面接の実施等、

教員採用方法の更なる工夫・改善を図るとともに、教員志望者の確保に向け、教員の魅力

を発信することが重要である。 

・  年間の超過勤務時間が「教育職員の業務の量の適切な管理に関する措置等を定める規

則」に定める上限時間を上回っていることから、業務量の適切な管理と健康及び福祉の確

保に向けた取組を進め、働きがいのある学校づくりに取り組む必要がある。 

・  精神疾患による療養者を減少させるため、メンタルヘルス総合対策の取組を広く教職員に

周知するとともに、現在、療養又は休職している教職員がスムーズに復職するための支援体

制の充実等、総合的なメンタルヘルス対策に取り組む必要がある。 

 

２ 学校の組織力の強化 

  （１） これまでの主な取組 

・  学校管理職・教育行政職特別研修や主幹教諭研修の実施により、リーダーシップを有する

管理職の育成に取り組んだ。 

・  「いじめ防止対策推進法」や「兵庫県いじめ防止基本方針」に基づき、県民総掛かりでの

総合的ないじめ対策を推進するとともに、学校・関係機関等が一体となっていじめの未然防

止、早期発見・早期解決を図るための全県的及び地域的な連携体制の強化を図った。 

・  不登校等対策を推進するため、中核施設である県立但馬やまびこの郷において、学校や

関係機関等と連携しながら、不登校児童生徒の学校生活への適応支援や保護者への教育

相談の充実を図った。また、学校、家庭、地域、行政、関係機関等が全県で一丸となり、不登

校児童生徒支援を推進する体制を構築した。 

・  心の教育に関する今日的な課題に対応するため、心の教育総合センターにおいて、大学等

との連携のもと調査・研究を実施し、心の教育に関する教育プログラムの開発・普及を図っ

た。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 主な成果と課題 

・  管理職受験者層に対する受験者の割合は減少している一方で、女性管理職受験者数の

割合は目標を達成した。引き続き、変化の激しい時代に対応できる有為な人材を登用する

指標 

実績値 目標値 
R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 

R5（2023） 
実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 

管理職受験者層（４５～５４歳）に対
する受験者数の割合［小・中・高・特］ 

4.9% △ 4.6% △ 5.3% △ 4.4% △ 6%程度 

女性管理職受験者数の割合［小・
中・高・特］ 

18.9% ◎ 18.7% ◎ 27.9% ◎ 24.8% ◎ 22%程度 

いじめは、どんな理由があって
もいけないことだと思う児童
生徒の割合 

小 97.4% ○ － － 97.0% ○ 96.8% ○ 
100% 

中 95.2% ○ － － 96.1% ○ 96.3% ○ 
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ため、学校経営等に関心のある教員や若手及び女性教員を対象にした研修を今後も続け

ていくなど、人材育成に取り組む必要がある。 

・  いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思う児童生徒の割合は、未だ１００%には

至っていないが、概ね目標を達成した。引き続き、「兵庫県いじめ防止基本方針」や「いじめ

対応マニュアル」に基づき、些細なことでも見逃さず、各校で積極的に認知するよう周知・啓

発するとともに、未然防止、早期発見・早期解決に努め、安易に解消したと判断せず、慎重に

判断しながら継続的な支援をする必要がある。 

・  いじめ問題や友達関係等に悩む子どもたちを支援するため、音声通話や面接における相

談に加え、子どもたちにとって身近な SNS を活用した「ひょうごっ子 SNS 悩み相談」を継続

して実施するなど、ＳＯＳを見逃さない環境の充実を図る必要がある。 

・  不登校児童生徒数が小・中学校で増加傾向にあることから、未然防止に向けた効果的な

取組や関係機関と連携した支援の充実を図るとともに、全県一丸となって不登校対策を総

合的に推進する必要がある。 

 

３ 修学環境の整備・充実 

 （１） これまでの主な取組 

・  学校施設の老朽化対策や特別教室への空調設備の設置を早急に進め、長寿命化改修や

トイレ改修を実施した。また、令和５（２０２３）年度から選択教室や避難所指定体育館の空

調設備の設置、発展的統合に伴う整備等、施設の環境改善を推進し、子どもたちが安心・

安全かつ快適に学ぶための環境の整備を図った。 

・  生徒等が充実した学校生活を送れるよう、授業や部活動で使用する用具・備品、各校の状

況・特色に応じた整備を集中的に行うため、「ひょうごの未来を担う高校生等の部活動等応

援事業」を推進した。 

・  効果的・効率的に情報活用能力を習得するために必要なＩＣＴ環境の整備を図るとともに、

「県立学校学びのイノベーション推進事業」や「ＩＣＴ利活用サポートセンター設置事業」等

を通じて、１人１台端末環境での学習に係る必要な支援を実施した。また、学校におけるＩＣＴ

の活用推進を図るため、兵庫県ＧＩＧＡスクール運営支援センターを設置した。 

・  令和元（２０１９）年度の消費税増税に伴い導入された国の教育費負担軽減施策の展開

を踏まえ、経済的理由によって就学が困難な高校生等に対して、奨学資金の貸与等の実施

により家庭の教育費負担の軽減を図った。 

 

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 
県立学校のトイレ改修実施校
数（着手ベース） 

24 校 ◎ 43 校 ◎ 19 校 ◎ 10 校 ◎ 10 校 

教育用コンピュータ１台あたり
の児童生徒数 

5.7 人 ○ 1.1 人 ◎ 1.0 人 ◎ 0.9 人 ◎ 1.0 人 

（参考） 
高等学校等就学支援金の受
給者数 

83,202 人 ※ 79,575 人 ※ 76,727 人 ※ 74,273 人 ※ 設定なし 
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（２） 主な成果と課題 

・  県立学校のトイレ改修実施校数は目標を達成した。老朽化が進行している県立学校施設

について、「第Ⅱ期県立学校施設管理実施計画」に基づく学校施設の長寿命化改修を計

画的に実施するとともに、選択教室や避難所指定体育館の空調設備の設置や「部活動等

応援事業」の推進等、引き続き、施設の環境改善を実施することが重要である。 

・  令和３（２０２１）年度において、義務教育段階については１人１台端末環境の整備が完了

するとともに、県立学校においても令和４（２０２２）年度から学年進行でＢＹＯＤを導入した。

引き続き、ＩＣＴ環境の整備を図るとともに、教員のＩＣＴ活用を支援し、ＩＣＴを活用した学びを

更に推進することが重要である。 

・  子どもたちの学習機会を保障するため、引き続き、経済的理由によって修学が困難な高校

生等に対して奨学資金の貸与等を行うなど、様々な困難や課題を抱える子どもたちに対す

る就学支援等を実施する必要がある。 

 

４ 私学教育の振興 

  （１） これまでの主な取組 

・  私立幼稚園・小学校・中学校・高校における教育環境の維持・向上や経営の安定化を図る

ため、経常費補助の補助単価の段階的な拡充や、就学機会を確保するため、国の就学支援

金に県独自の授業料軽減補助を上乗せするなどの支援を実施した。 

・  私立専修学校・各種学校における適正な運営体制を確保するため、振興費補助による支

援や、就学機会を確保するため、高等教育無償化による授業料・入学金減免等を実施した

ほか、専門学校の魅力向上やリカレント教育に関する取組を支援した。 
 

 

 

 

 

 

 
 
（２） 主な成果と課題 

・  募集定員に対する充足率を向上させるため、私立学校の魅力向上に向けた取組等を支援

するとともに、公立学校とも協調しながら、引き続き私立学校において、多様な個性や能力を

伸ばす教育を実施する必要がある。 

・  新型コロナウイルス感染症の影響により大幅に減少した、専修学校・各種学校の魅力をＰ

Ｒする機会の回復に努めるとともに、専修学校・各種学校に対して、産業界や地域と連携し

た職業技術教育等の充実のための助成に取り組む必要がある。 

 

５ 家庭と地域による学校と連携した教育の推進 

  （１） これまでの主な取組 

・  乳幼児家庭と地域社会をつなぐ取組や地域子育て支援拠点事業との連携を通じて、就学

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 
県民による私立高校の選択
（募集定員充足率） 

80.9% △ 79.8% △ 78.3% △ 82.7% △ 93.2% 

専門学校フェスタの来場者数 5,000 人 ◎ 1,500 人 ▲ 2,900 人 ▲ 4,800 人 ○ 5,000 人 

専門学校フェスタの参加校数  20 校 ○ 24 校 
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や養育に不安を抱えている乳幼児家庭の家庭教育を充実させる取組を推進した。 

・  親が親として成長するための学びを支援するため、子どもとの関わりや子どもの生活習慣

づくり、保護者同士の交流等の機会・場や情報の提供、相談窓口等の開設を実施した。 

・  家庭教育の充実を図るため、地域の人たちが気軽に子育ての応援や相談をし合える環境

の整備や、子育て支援団体や機関相互の連携強化によるネットワーク活動の充実等、地域

ぐるみの子育て支援を推進した。 

・  「地域と学校の連携・協働体制推進事業」を実施し、地域・学校協働体制の推進や地域学

校協働活動を支援するなど、学校・家庭・地域が連携・協働して子どもを育む「地域とともに

ある学校」づくりを推進した。 

・  地域が学校を支える活動を促進するため、地域における子育て家庭の支援や放課後等に

おける子どもの安全で健やかな居場所を確保する体制を構築するとともに、連携を円滑に

進めるコーディネーター機能の充実を図った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 主な成果と課題 

・  新型コロナウイルス感染症の影響により、市町における子育て家庭を対象とした講座への

参加者数は令和２（２０２０）年度から目標値を大きく下回ったことを踏まえ、動画配信やテレ

ビ会議システムを活用した講座等、開催方法を工夫した取組を推進していく必要がある。 

・  新型コロナウイルス感染症の影響により、地域学校協働活動総実施日数について、令和２

（２０２０）年度に減少したものの、感染症防止対策を実施しながら、登下校の見守り活動や

地域人材による学習支援・体験活動を実施した結果、目標を達成することができた。引き続

き、地域による学校を支援する活動及び地域人材による学習支援・体験活動の更なる充実

を図っていくことが重要である。 

・  学校・家庭・地域が連携・協働する仕組みを一体的に推進し、先進的な取組や、地域課題

の解決に向けた新たな取組を支援し、情報発信に取り組む必要がある。また、各市町へのコ

ミュニティ・スクール（学校運営協議会を設置した学校）の導入、統括地域コーディネーター

の配置及び新たな地域人材の発掘・資質向上を推進する必要がある。 

・  新型コロナウイルス感染症の影響により、多くのＰＴＡ活動が縮小・中止となった。地域の多

様な支援者の協力により、活動の輪を広げ、安心・安全な地域づくりの推進、親の自覚を高

めるための学習会の実施等、オンライン等も活用しながら、事業を推進する必要がある。 

  

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 
市町における子育て家庭を
対象とした講座への参加者
数 

676,704 人 ◎ 226,729 人 ▲ 302,656 人 ▲ 435,265 人 ▲ 
83 万人 

以上 

市町における子育て家庭を
対象とした講座の実施回数
（オンラインでの実施を含む） 

 26,391 回 ◎ 
24,000 回

以上 

地域学校協働活動総実施日
数（年間のべ日数） 

73,313 日 ◎ 60,191 日 △ 73,160 日 ◎ 77,090 日 ◎ 
70,000 日

以上 
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県民一人一人がその生涯を通じて、必要な知識、技能及び技術を学び、活用して、知的・人的ネ

ットワークを構築するとともに、人生の可能性を広げて新たなステージで活躍するというサイクルを

実現し、人生を豊かに生きられる環境を整備することが重要である。また、それぞれの個人がそのよ

りどころとする「ふるさと」を知り、その文化を次代につなぐことに加え、県民一人一人が人生を健康

にいきいきと過ごす社会づくりが必要である。加えて、人生１００年を通じて運動・スポーツに親しむ

ために、「する・みる・ささえる」の観点から、競技スポーツ、生涯スポーツ、障害者スポーツを推進す

るため、次の３つの基本的方向に沿って教育施策を推進した。 

 

１ 主体的に生きるための学びと場の充実 

  （１） これまでの主な取組 

・  すべての県民がライフステージに応じた学びを通じた主体的なキャリア形成を図ることが

できるよう、専門学校リカレント教育の推進等、学びの機会や場の充実を図った。また、高齢

者大学講座における学びを充実させるため、ＩＣＴの活用や短期集中講座の開催等により受

講者の確保に努め、高齢者の生きがいづくりや地域づくり活動の人材育成を図った。 

・  社会教育・生涯学習を支える人材を育成するため、社会教育指導者や社会教育関係職員

等の研修やボランティアの専門性を高める講座等の充実を図った。また、地域におけるボラ

ンティア活動の一層の支援・推進を図るため、博物館等の活動を支援するボランティアに関

する情報収集・提供・広報や、希望者の登録・派遣等を行うボランティアセンターの取組を支

援し、生涯学習ボランティア活動を推進した。 

・  県民が芸術文化に親しむ機会を増やすため、県立の美術館・博物館を無料開放するととも

に、劇場等で無料イベントを実施する「ひょうごプレミアム芸術デー」を開催した。 
 

 
（２） 主な成果と課題 

・  美術館・博物館における特別展等の内容に満足している来館者の割合が９割を超えてお

り、展覧会内容の工夫や感染症防止対策等、各施設がそれぞれの特色をいかしながら、安

心して来館できる取組を進めてきた成果が見られた。引き続き、各施設において、県民の多

様な学習ニーズに対応するため、展示や講座、オンラインコンテンツ等の充実を図り、利用者

の満足度の向上に取り組むことが重要である。 

・  新型コロナウイルス感染症の影響により、学校団体等の受入れやアウトリーチ等が減少し

たため、より深い学びのプログラムの提供や施設の充実を図るとともに、感染防止対策に配

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 
目的を持って学んでいるもの
がある人の割合 

44.3% △ 42.3% △ 42.1% △ 37.1% △ 50%以上 

美術館・博物館における特別
展等の内容に満足している来
館者の割合 

92.8% ○ 93.7% ◎ 91.5% ○ 90.3% ○ 95%以上 

基本方針３  

人生 100 年を通じた学びの推進 
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慮した実施方法等を工夫し、参加者の拡充を図るべく取り組む必要がある。 

・  目的を持って学んでいるものがある人の割合は、目標に達していない。また、高齢者へ大学

講座の学習機会等を提供できたが、受講者数は近年減少傾向にあることから、ＩＣＴの活用

や新コース開設等、多様なニーズを捉えた大学講座内容の充実等に取り組む必要がある。 

 

２ 文化財等地域資産の活用 

 （１） これまでの主な取組 

・  兵庫県が有する数多くの歴史文化遺産を後世に継承するため、「兵庫県文化財保存活用

大綱」を策定するとともに、各市町における保存・活用の取組方針等を定めた「文化財保存

活用地域計画」の作成の推進を図ることにより、歴史文化遺産の継承に取り組んだ。 

・  県内各地で育まれてきた個性豊かな歴史文化遺産を後世に継承するため、無形民俗文

化財の「県登録」制度を新設し、県内の多様かつ貴重な無形民俗文化財の保存・伝承を推

進するなど、地域独自の豊かな歴史文化遺産の保存・整備を実施した。 
 

 

 

 

 
 

（２） 主な成果と課題 

・  多様な自然・風土を有する本県が育んできた、良質で多種多様な歴史文化遺産が身近に

多くあることを県民に一層認知してもらう必要がある。 

・  住んでいる地域には、自慢したい地域の「宝」（風景や産物、文化など）があると思う人の

割合が令和２（２０２０）年度より減少している。引き続き、文化財の価値付けや啓発事業等、

保存・活用に取り組み、地域住民が「宝」と実感をもって認識できるよう意識の醸成を図る

必要がある。 

・  兵庫県を語る上で欠くことのできない歴史上のテーマや、重要で広域的な課題について

体系的な調査研究を行い、歴史文化遺産をいかした地域活性化に取り組む必要がある。 

 

３ 「する・みる・ささえる」スポーツ環境づくりの推進 

  （１） これまでの主な取組 

・  ラグビーワールドカップ２０１９、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会（令和３（２

０２１）年に開催）のレガシーを継承するとともに、ワールドマスターズゲームズ２０２１関西

（令和９（２０２７）年に開催）に向けて醸成してきたスポーツ機運を継続し、更にすそ野を広

げるため関西マスターズゲームズを開催した。 

・  競技スポーツの振興を図り次世代アスリートを育成するため、ジュニア期からトップレベル

に至るまでの一貫した指導体制を強化するとともに、各種競技団体等のニーズに対応した

指導者養成研修会等を実施し、質の高いスポーツ指導者の育成を図った。 

・  「第２期兵庫県スポーツ推進計画」に基づき、「する・みる・ささえる」スポーツへの参画を通

じて、子ども・ユーススポーツ、生涯スポーツ、競技スポーツ、障害者スポーツを推進した。ま

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 
住んでいる地域には、自慢し
たい地域の「宝」（風景や産
物、文化など）があると思う人
の割合 

51.6% ○ 55.2% ○ 54.3% ○ 42.4% △ 60% 
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た、女性のスポーツ環境の向上、女性スポーツ人口の増加をめざし、ひょうご女性スポーツ

の会の活動を支援した。 

・  障害のある人が多様なスポーツ活動に参加する機会の拡大を図るため、障害者スポーツ

の指導のための講習会等の充実や、障害者スポーツ団体と学校、スポーツクラブ２１ひょう

ご等との連携を図った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 主な成果と課題 

・  国民体育大会で入賞（種別）する競技団体数が２１団体と目標値（２０団体）を達成した。

今後も県スポーツ協会との連携のもと策定した、中長期の強化策に基づき、引き続き取組を

推進していく必要がある。 

・  「第２期兵庫県スポーツ推進計画」に基づき、引き続き、「する・みる・ささえる」スポーツへ

の参画を通じて、子ども・ユーススポーツ、生涯スポーツ、競技スポーツ、障害者スポーツを

推進する必要がある。 

・  女性のスポーツ環境の向上や女性のスポーツ人口の増加をめざした取組を支援した結果、

ひょうご女性スポーツの会の加盟数は１６団体に増加した。女性スポーツの更なる充実を図

るため、積極的にひょうご女性スポーツの会への加盟を呼びかけていく必要がある。 

・  障害のある人が多様なスポーツ活動に参加する機会を拡大するため、「パラスポーツ拡大

推進プロジェクト」の展開を引き続き実施し、障害者スポーツの更なる充実を図る必要があ

る。 

 

指標 
実績値 目標値 

R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） 
R5（2023） 

実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 実績値 評価 
国民体育大会天皇
杯・皇后杯８位以内
入 賞 の 継 続 （ 天 皇
杯・皇后杯） 

天皇杯 13 位 
○ － － － －  

皇后杯 8 位 

国民体育大会で入賞（種別）
する競技団体数の増加 

 21 団体 ◎ 22 団体 
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第２部 社会情勢・教育環境の変化                      
 

これまでの３期にわたる計画においても、少子化・人口減少や高齢化、グローバル化の

進展、子どもの貧困、地域間格差、社会のつながりの希薄化、ＩＣＴによる技術革新の進展

等は、社会の変化や課題として継続的に掲げられてきた。そのような中、第３期計画期間

中には、新型コロナウイルス感染症の拡大と国際情勢の不安定化という予測困難な時代

の象徴ともいうべき事態が生じ、社会の様々な課題も浮き彫りになった。教育においても、

教育活動が制限されたことを受けて、子どもたちの学びの保障や心のケア等、様々な課題

が明らかとなった。これからの社会を展望する上で、教育の果たす役割はますます重要と

なっている。本計画の策定に当たっては、こうした社会全体の潮流を念頭に置いた上で、

今後の教育のめざす方向性について検討する必要がある。 

 

 

 １  新型コロナウイルス感染症の拡大 

○  令和２（２０２０）年から、新型コロナウイルス感染症が世界的に拡大する中、県内で

も、感染者が相次いだ。学校においても、国の要請による全国一斉の臨時休業措置

が講じられ、それ以後、数次にわたり臨時休業措置が延長されるなど、学校の教育活

動に大きな影響が生じる状況となった。この間、各学校においては、授業をはじめ行

事や部活動等を例年どおり行うことができず、子どもたちの学びの保障や心のケア

等が課題となった。 

○  こうした状況の中で、学校は学習機会や学力の保障のみならず、人と安心・安全に

つながることができる居場所として、身体的・精神的な健康を支えるという役割も担っ

ていることや、全人的な発達・成長を保障する役割として、教職員と子どもたちが教室

に集い、関わり合いながら成長することの価値や意義等について、再認識する機会と

なった。 

○  「予測困難」といわれる時代において、新型コロナウイルス感染症の拡大も相まって、

先行き不透明となる中、一人一人と社会全体が、答えのない問いにどう立ち向かうの

かが問われている。目の前の事象から解決すべき課題を見いだし、主体的に考え、多

様な立場の者が協働的に議論し、納得解を生み出すこと等、新しい時代に求められ

る資質・能力の育成がより一層強く求められている。 

○  また、新たな感染症の流行や自然災害等、今後、不測の事態に直面しても、今回の

経験と教訓をいかし、子どもたちの学びを確実に保障できる環境を構築することが重

要である。 
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○ 新型コロナウイルス感染症の拡大により、令和２（２０２０）年３月３日から、県内の学校も一斉臨

時休業となり、令和４（２０２２）年度においても、学校全体、特定の学年・学級で臨時休業を行う

学校は依然として存在していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 「むしゃくしゃしたり、いらいらしたり、かっとしたりする」で「非常にある（ほぼ毎日）」と回答した

児童生徒の割合は、どの学校種も一定程度存在したものの、継続調査をしていく中で、減少傾向

になっていった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ２  グローバル化の進展、国際情勢の不安定化 

○  グローバル化の進展により、国境を越えた人、モノ、情報の流れが加速するとともに、

世界の国々の相互影響と依存の度合いは急速に高まっている。他国で起こる出来事

は、日本にも大きく影響を及ぼしている。 

○  また、人口減少や高齢化の進行に伴い、今後の国内市場の縮小が見込まれる一方、

いわゆる新興国では急速な経済成長が進み、国際社会における存在感を増している。

出典：「新型コロナウイルス感染症の影響に関する心のケアアンケート」（令和２年度 県教委義務教育課）より作成  

【新型コロナウイルス感染症の影響に関する心のケアアンケート（令和２（２０２０）年度）】 

【令和４（２０２２）年度県内公立学校臨時休業状況の推移】 
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特定の学年・学級の臨時休業を行っている学校 学校全体の臨時休業を行っている学校

【令和４（２０２２）年度県内公立学校臨時休業状況の推移】 

出典：「新型コロナウイルス感染症の影響による公立学校臨時休業状況調査の結果について」 

（令和５年３月１７日 文部科学省）より作成  

（校） 
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こうした流れは今後も加速し、海外市場の開拓や人材獲得競争等、グローバル競争

が激化していくことが予想されている。 

○  グローバル化に伴い、異文化・多様性の理解や共存等の必要性も増している。県内

の在留外国人数は、令和２（２０２０）年末時点で１５７か国、約１１．５万人と全国７位

であり、県民の多国籍化と居住地域の分散化が進んでいる。 

○  海外留学する日本人学生は平成１６（２００４）年の約８．３万人をピークに令和元（２

０１９）年は３割減の約５．９万人まで減少しており、各国の状況に比べ低い状況にあ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  また、グローバル化に伴い、貧困や紛争、感染症や環境問題、エネルギー資源問題

等、地球規模で人類全体が共通して直面する課題が増している。これに対応するた

め、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」2（以下「ＳＤＧｓ」という。）が国際連合で採択さ

れ、日本においても、積極的な取組が求められている。 

                                                
2  平成２７年（２０１５）年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」に記載されている令和１２年（２０

３０）年を期限とする開発目標。 

出典：法務省入国管理局「在留外国人統計」 
出典：「『未来を考える１００のデータ』（ひょうごビジョン２０５０参考資料）」（兵庫県） 

出典：文部科学省「日本人の海外留学者数」（２０２１年３月３０日） 

※ 2012 年統計までは、外国人学生

（受入れ国の国籍をもたない学生）が

対象だったが、2013 年統計より、高

等教育機関に在籍する外国人留学生

（勉学を目的として前居住国・出身国

から他の国に移り住んだ学生）が対象

となったため、比較ができなくなって

いる。 

【日本から海外への留学生の推移】 

出典：「『未来を考える１００のデータ』（ひょうごビジョン２０５０参考資料）」（兵庫県） 

【本県の在留外国人数の推移】 

2009  2011  2013  2015  2017  2019  2020 （年） 

（年） 
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○  このような状況の中、伝統や文化を尊重し、自らの国やふるさとを愛し誇りをもつと

ともに、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度、豊かな語学力、異な

る言語や文化の違いを乗り越え、多角的な視野をもって自立的な思考を行い、多様

な立場の者が協働的に議論し、納得解を生み出す力等、様々な分野・地域で国際社

会の一員として活躍できる人材を育成することが重要である。 

 

 ３  人口減少社会の進行 

○  日本においては少子化・人口減少が著しい。県内の人口も平成２１（２００９）年を境

に減少に転じ、本格的な人口減少社会に入った。令和２（２０２０）年の県内の人口は

５４６万５千人で５年前から７万人減少している。出生率が人口の維持に必要な水準

を大きく下回っており、人口は今後も減り続ける見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  特に、本県では都市部の人口増加と地方部の過疎化が同時進行してきており、県

の人口の６割が県土面積の１４％に当たる神戸・阪神地域に集住している。しかしな

がら今後は、神戸・阪神地域も含め、すべての地域で人口が減ると推計されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：「国勢調査報告」（総務省）及び「兵庫県未来推計人口（２０１５～６５）｣（兵庫県ビジョン課） 

 出典：「国勢調査報告」（総務省）及び「兵庫県未来推計人口（２０１５～６５）」（兵庫県ビジョン課） 

【県内の総人口及び６５歳以上人口比率の推移（令和２（２０２０）年以降は推計値）】 

【県内１０地域の人口指数の変化 
（平成２７（２０１５）年を１００とした場合）】 

【昭和２５（１９５０）年と平成２７（２０１５） 
年の人口比較】 

出典：「『未来を考える１００のデータ』（ひょうごビジョン２０５０参考資料）」（兵庫県） 

出典：「『未来を考える１００のデータ』（ひょうごビジョン２０５０参考資料）」（兵庫県） 

（年） 

（年） 
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○  このような状況の中、持続可能な社会の実現をめざし、魅力と活力あふれる地域と

して維持・向上させるには、質の高い教育により一人一人の生産性や創造性を一段

と伸長させていくことが急務である。 

○  また、一人一人の可能性を最大限に引き出すため、学校において魅力や特色ある

教育を受けられる教育環境の充実を図ることが重要である。 

 

 

 ４  教育に係る国際的な動向 

○  ＳＤＧｓにおいては、全領域で教育が重視されるとともに、すべての人々に包摂的か

つ公平で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進することとされている。中で

も持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）3は、すべてのＳＤＧｓの成功への鍵とされて

いる。 

○  また、経済先進諸国においては、ＧＤＰに代表される経済的な豊かさのみならず、精

神的な豊かさや健康までを含めて幸福や生きがいを捉える「ウェルビーイング（Ｗｅｌｌ

-ｂｅｉｎｇ）」4の考え方が重視されてきている。多様な個人それぞれが幸せや生きがい

を感じるとともに、地域や社会が幸せや豊かさを感じられるものとなるよう、教育を通

じて日本社会に根差したウェルビーイングの向上を図っていくことが求められる。 

○  特に国の第４期教育振興基本計画においては、日本社会に根差したウェルビーイン

グの要素として、自己肯定感や自己実現等の獲得的な要素のみではなく、「幸福感

（現在と将来、自分と周りの他者）」、「学校や地域でのつながり」、「協働性」、「利他

性」、「多様性への理解」、「サポートを受けられる環境」、「社会貢献意識」、「心身の

健康」、「安心・安全な環境」等の協調的な要素を調和的・一体的に育み、日本社会

に根差した「調和と協調」に基づくウェルビーイングを教育を通じて向上させていくこ

とを求めている。 

 

 

                                                
3  現代社会の問題を自らの問題として主体的に捉え、人類が将来の世代にわたり恵み豊かな生活を確保できるよう、身近なところから取

り組む（ｔｈｉｎｋ ｇｌｏｂａｌｌｙ、ａｃｔ ｌｏｃａｌｌｙ）ことで、問題の解決につながる新たな価値観や行動等の変容をもたらし、持続可能な社会を実

現していくことをめざして行う学習・教育活動。 
4  身体的・精神的・社会的によい状態にあることをいい、短期的な幸福のみならず、生きがいや人生の意義等の将来にわたる持続的な幸

福を含む概念。 
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○  また、ＯＥＣＤの「Ｌｅａｒｎｉｎｇ Ｃｏｍｐａｓｓ ２０３０（学びの羅針盤 ２０３０）」（令和元

（２０１９）年５月）は、個人と社会のウェルビーイングは「私たちの望む未来」であり、

社会のウェルビーイングは共通の「目的地」とされている。また、「生徒のエージェンシ

ー」5として、子どもたちが社会を変革していくため、自ら主体的に目標を設定し、振り

返りながら、責任ある行動がとれる力を身に付けることの重要性を指摘している。 

○  ウェルビーイングが実現される社会は、子どもから大人まで一人一人が担い手とな

って創っていくものである。子どもたちのウェルビーイングを高めるためには、教職員

のウェルビーイングを確保することも必要であり、学校が教職員のウェルビーイングを

高める場となることが重要である。更に、生涯学習・社会教育を通じて、地域コミュニ

ティを基盤としてウェルビーイングを実現していく視点も重要である。 

 

 

 ５  令和の日本型学校教育の構築 

○  令和３（２０２１）年１月、中央教育審議会より「『令和の日本型学校教育』の構築を

目指して ～全ての子どもたちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学

びの実現～」（答申）が出された。 

○  急激に変化する時代の中で、我が国の学校教育には、一人一人の子どもたちが、自

分のよさや可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価値ある存在として尊重し、多

様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続

                                                
5  「Ｌｅａｒｎｉｎｇ Ｃｏｍｐａｓｓ ２０３０（学びの羅針盤 ２０３０）」によると、「エージェンシーは、社会参画を通じて人々や物事、環境がよりよい

ものとなるように影響を与えるという責任感をもっていることを含意する」とされている。 

出典：中央教育審議会「次期教育振興基本計画について（答申）参考資料・データ集」（令和５年３月８日）より一部引用 
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可能な社会の創り手となることができるよう、その資質・能力を育成することが求めら

れている。これらの資質・能力を育むためには、学習指導要領の着実な実施が重要

である。 

○  また、「令和の日本型学校教育」の姿として、すべての子どもたちの可能性を引き出

す、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を図り、「主体的・対話的

で深い学び」の実現に向けた取組を更に進化させ、教育の質を向上させることが求

められている。 

○  「すべての子どもたちの可能性を引き出す」とともに「誰一人取り残されない」ため、

一人一人の能力・適性等に応じ、その意欲を高め、やりたいことを深められる教育を

実現するとともに、学校を安心・安全な居場所として保障し、様々な事情を抱える多様

な子どもたちが、実態として学校教育の外に置かれることのないように取り組むこと

が重要である。 

 

 

 ６  こどもまんなか社会の実現 

○  「こども政策の新たな推進体制に関する基本方針」（令和３年１２月）においては、

「常にこどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取組・政策を我が国社会の

真ん中に据えて（以下「こどもまんなか社会」という。）、こどもの視点で、こどもを取り

巻くあらゆる環境を視野に入れ、こどもの権利を保障し、こどもを誰一人取り残さず、

健やかな成長を社会全体で後押しする」とされている。 

○  日本国憲法、児童の権利に関する条約の精神、この方針等に基づき、「こども基本

法」が制定され、こども施策の基本理念や基本となる事項が定められた。基本理念と

して、 

 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障されるととも

に、差別的取扱いを受けることがないようにすること。 

 全てのこどもについて、教育基本法の精神にのっとり教育を受ける機会が等しく

与えられること。 

 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する

全ての事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会的活動に参画する機

会が確保されること。 

 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、

その最善の利益が優先して考慮されること。 

等について規定がなされている。 
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○  今後の教育政策の遂行に当たっても、これらの視点を重視するとともに、こどもの健

やかな成長に向けては、「学び」に係る政策と「育ち」に係る政策の両者が、それぞれ

の目的を追求する中で、専門性を高めつつ緊密に連携することが重要である。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ７  多様性と包摂性のある共生社会の実現  

○  社会の多様化が進む中、障害の有無や年齢、文化的・言語的背景、家庭環境等に

関わらず、誰一人取り残されることなく、誰もがいきいきとした人生を享受することの

できる共生社会の実現に向け、社会的包摂を推進することが求められている。学校

現場においても、障害や不登校、日本語指導が必要な外国人の子どもたち、特異な

才能、複合的な困難等の多様なニーズを有する子どもたちへの対応と社会的包摂が

求められている。 

○  令和５（２０２３）年度の県内における、特別な支援が必要な児童生徒数は、特別支

援学級（小中）１３，５５３人、特別支援学校（幼小中高）６，２４１人、通級による指導

（小中高）５，４６１人となり、増加傾向にある。障害のある子どもの自立と社会参加に

向けて、障害者権利条約や障害者基本法等に基づき、障害のある子どもと障害のな

い子どもが可能な限り共に過ごすための条件整備と、一人一人の教育的ニーズに応

じた学びの場の整備を両輪として、インクルーシブ教育システムの実現に向けた取組

を一層進めることが求められている。 

 

 

【こども１万人意識調査】 
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子どもに関することについては、大人はその子どもにとって最も良いことを優先する

子どもは教育を受ける権利がある

子どもはどんな理由でも差別されない

子どもは自分に関することについて、自由に意見をいうことができ、おとなはそれを尊重する

（%）

Q.あなたや、あなたのまわりのこどもで、こどもの権利が守られていないものはありますか？

全体（n=10,000）

出典：「こども１万人意識調査」 要約版レポート（２０２３年５月１日 日本財団） 
     全都道府県 男女１０～１８歳、インターネット調査 
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○  また、令和４（２０２２）年度の小・中・高校における不登校の子どもたちの数は、小学

校１０５，１１２人（県内４，９３８人）、中学校１９３，９３６人（県内９，２３９人）、高校６０，

５７５人（県内１，４００人）となっており、合計で３５９，６２３人（県内１５，５７７人）となっ

ている。 

○  不登校は誰にでも起こり得ることである一方、将来にも長期にわたって影響を及ぼ

すとの指摘もあり、不登校の子どもたちの教育機会の確保や相談体制の充実等、不

登校対策を強力に推進していくことが求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

○  更に、「男女の平等」について、世界的に見れば日本は１４６か国中１２５位であり、

調査公表開始以来、最低となっている6。発達段階に応じて、男女の平等や相互の理

解、男女が共同して社会に参画することの重要性等、固定的な性別役割分担意識や

無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）を払拭し、男女共同参画を推進する意

識を醸成することが求められている。 

                                                
6  「Ｇｌｏｂａｌ Ｇｅｎｄｅｒ Ｇａｐ Ｒｅｐｏｒｔ（２０２３）」（世界男女格差報告書）（２０２３年６月 世界経済フォーラム（ＷＥＦ）） 
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通級による指導（小中）

出典：「県教委特別支援教育課調査」 

出典：「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について」（文部科学省）より作成 

「兵庫県下の公立学校児童生徒の問題行動・不登校等の状況について」 （県教委義務教育課）より作成 

【県内公立学校における不登校の児童生徒数の推移】 

（各年度５月１日現在） ※「通級による指導」は、R2（2020）より高校を追加 

【県内公立学校における特別な支援が必要な児童生徒数の推移】 
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○  立場や考え、価値観の異なる人々同士が、お互いの組織や集団の境界を越えて混

ざり合い、学び合うことは、「同調圧力」への偏りから脱却する上で重要であり、学校

のみならず社会全体で重視していくべき方向性である。そのためには、子どもだけで

なく大人も含めて、多様性を受け入れる寛容で成熟した存在となることが重要である。 

 

 ８  Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代の到来 

○  国においては、人工知能（ＡＩ）、ビッグデータ、Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ（ＩｏＴ）、ロボテ

ィクス等の先端技術が高度化してあらゆる産業や社会生活に取り入れられ、社会の

在り方そのものが劇的に変わる未来の姿を「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０」と提唱し、ＩＣＴを最大限

に活用し、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実世界）とを高度に融合さ

せ、経済発展と社会的課題の解決を両立させる取組を進めている。 

○  新型コロナウイルス感染症の拡大は、世界全体にデジタル化の飛躍的進展をもたら

した。社会全体のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進に向けた環境整備が

加速化していく中で、教育においても、ＧＩＧＡスクール構想による１人１台端末の環境

が実現し、全国の小・中・高校等におけるＩＣＴ環境整備は飛躍的に進展した。 

○  教育においても、ＩＣＴを活用することは特別なことではなく、ＩＣＴやＡＩ等の技術革新

が飛躍的に進化するＳｏｃｉｅｔｙ５．０時代を生きていくためには、時代の変化とともに成

長しつつ、そのような時代を創造していく力と意思を育んでいくことが不可欠である。 

○  そのためにも、ＩＣＴの活用の「日常化」を促進し、「情報活用能力（情報モラルを含

む）」を着実に育成するとともに、ＩＣＴを最大限に活用できる環境整備の推進に取り

組むことが重要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 【兵庫県内の公立学校（小中高特）のＩＣＴ活用指導力】            

出典：「令和４年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（概要）」 
（令和５年１０月 文部科学省）より作成 

【兵庫県内の公立学校（小中高特）のＩＣＴ環境整備状況】 
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 ９  新しい働き方の推進、働き方改革の更なる推進 

○  いわゆる「働き方改革関連法」による、改正後の労働基準法が令和元（２０１９）年４

月から順次施行されてきた。「働き方改革」は、働く方々が、個々の事情に応じた多様

で柔軟な働き方を、自分で「選択」できるようにするための改革であり、生産性向上と

ともに、意欲・能力を存分に発揮できる環境を築いていくことが必要である。 

○  激動する社会や学校現場の中で、「令和の日本型学校教育」の実現が求められて

いる。この実装を担う教員について、国の「教員勤務実態調査（令和４（２０２２）年

度）」では、平成２８（２０１６）年度と比較して、平日・土日ともに、すべての職種におい

て在校等時間が減少したものの、依然として長時間勤務の教員が多い状況となって

いる。加えて、大量退職に伴い大量採用が必要である中、全国的に教員不足が指摘

されていることも憂慮すべき状況である。 

○  こうした中、中央教育審議会においても、教員の勤務制度を含めた、「更なる学校に

おける働き方改革の在り方」「教師の処遇改善の在り方」「学校の指導・運営体制の

充実の在り方」について、「『令和の日本型学校教育』を担う質の高い教師の確保の

ための環境整備に関する総合的な方策について」（諮問）（中央教育審議会 令和５

年５月２２日）が審議されている。 

○  子どもたちのウェルビーイングを高めるためには、教職員のウェルビーイングも確保

することが必要であり、教職員が安心して本務に集中し、志気高く誇りをもって子ども

たちに向き合うことができるよう、国の動向も踏まえながら、学校における働き方改革

の更なる加速化、処遇改善、指導・運営体制の充実、教員の資質・能力の向上等に

取り組んでいくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象： 小学校 1,200 校、中学校 1,200 校、高校 300 校に勤務するフルタイムの常勤教員（校長、副校長、教頭、教諭等） 
調査日程： 令和４（2022）年８月、10 月、11 月のうち、連続する７日間について調査。  

【８月期】 （小・中各 400 校、高校 100 校） ８月１日（月）～８月７日（日）、８月８日（月）～８月 14 日（日） ８月 15 日（月）～８月 21 日（日）、８月 22 日（月）～８月 28 日（日）  
【10 月期】（小・中各 400 校、高校 100 校） 10 月３日（月）～10 月９日（日）、又は 10 月 17 日（月）～10 月 23 日（日） 又は 10 月 24 日（月）～10 月 30 日（日）  
【11 月期】（小・中各 400 校、高校 100 校） 11 月７日（月）～11 月 13 日（日）、又は 11 月 14 日（月）～11 月 20 日（日） （予備週：11 月 28 日（月）～12 月４日（日）） 

【教員勤務実態調査（令和４（２０２２）年度）（全国）】 

※平成 28（2016）年度調査と同様に、１分未満の時間は切り捨てて表示。 
※「教諭」には主幹教諭・指導教諭を含む。 

出典：「教員勤務実態調査（令和４（２０２２）年度）【速報値】（概要版）」（文部科学省） 

（時間：分） 
教師の１日あたりの在校等時間（10・11 月） 
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○  また、社会総掛かりでの教育を実現するため、保護者をはじめ、地域の方々や企業・

団体がこれまで以上に教育に関わりやすくすることも重要な視点である。そのような

中、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機として、テレワークや時差通勤、オンライ

ン会議等、新たな働き方が拡大した。新たな働き方は、個々の事情に応じた多様で柔

軟な働き方の実現や、保護者をはじめとする大人たちのワーク・ライフ・バランスの実

践が進むことにもつながった。 

○  テレワークをきっかけに実施したい活動として、副業・兼業の他、子育て等家庭の事

情への対応、地域への活動の意向もあることから、新たな働き方の推進は、より多く

の大人が子どもたちのために時間をかけやすくなることが期待される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「令和４（２０２２）年度 テレワーク人口実態調査 －調査結果（概要）－」（令和５年３月 国土交通省）  

【テレワークをきっかけに実施 
したい活動（雇用型就業者）】 【勤務先のテレワークに対する方針】 

9.5 4.15.8 30.6 23.4 26.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用型就業者全体（n=35,999）

週５日テレワークを認めている 週３～４日までテレワークを認めている

週１～２日までテレワークを認めている 上記と出勤指示のいずれにも該当しない

わからない 週５日出勤を指示している

週１日以上テレワークを認めている 
19.4% 

※単数回答 

3.4

20.7

29.4

36.4

5.7

8.7

13.9

27.5

0 10 20 30 40

その他

個人の情報(病気・けが等)への対応

家庭の事情(育児・子育て、介護等)への対応

副業・兼業

地域への活動(デジタルを主とした活動)

地域への活動(リアルを主とした活動)

お試し移住

ワーケーション

（%）

テレワーク実施意向あり雇用型（n=14,020） ※複数回答あり 

0:51
0:42

▲0:02
0:40

4:15

3:26
▲0:30

2:56

1:43

1:23 ▲0:11
1:12

0:08
0:14

▲0:06
0:08

1:47

1:26 ▲0:11
1:15

平成28 令和元 令和４

休日

小学校 中学校 高等学校 特別支援 平均

3:07 3:10
▲0:13

2:57

3:31 3:32

▲0:09
3:23

2:48

2:11
▲0:21

1:50
1:59 2:00 ▲0:22

1:38

2:56 2:53 ▲0:12
2:41

0:00

0:30

1:00

1:30

2:00

2:30

3:00

3:30

4:00

平成28 令和元 令和４

平日

小学校 中学校 高等学校 特別支援 平均

（時間：分） 

（年度） （年度） 

○超過勤務時間（休憩時間内、持ち帰り業務を含む）の経年比較【教諭・主幹教諭】 

調査対象：135 校（小学校 70 校、中学校 35 校、高校 20 校、特別支援学校 10 校） 
対象職員：常勤のすべての県費及び県費負担教職員 
調査項目：業務分類（授業、授業準備、部活動指導、会議・打ち合わせ等）に従い、１週間の業務を 15 分単位で記録 
調査時期：令和４（2022）年６月～７月の１週間 

【勤務実態調査（令和４（２０２２）年度）（県）】 

出典：「勤務実態調査（令和４（２０２２年度））」（県教委教職員企画課） 

※ ▲は前回調査（令和元年度）からの減少 
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10 震災・気象災害への対応 

○  近年、東日本大震災をはじめとする各地での震災や集中豪雨による風水害等、大

規模な災害が多発している。全国（１，３００地点）の１時間降水量８０mm 以上の年間

発生回数は増加傾向にあり、最近１０年間（平成２３（２０１１）～令和２（２０２０）年）

の平均年間発生回数（約２６回）は、統計期間の最初の１０年間（昭和５１（１９７６）～

昭和６０（１９８５）年）の平均年間発生回数（約１４回）と比べて約１．９倍に増加して

いる。 

○  また、これから３０年以内に南海トラフ地震（Ｍ８～９クラス）が発生する確率は７０～

８０％程度とされており、発生時には県内で最大２９，１００人程度の死者が出る被害

が想定されている。 

○  阪神・淡路大震災からの復興や東日本大震災等への支援の経験とそこから得た教

訓を踏まえ、共生の心を育み、人間としての在り方や生き方を考えさせる防災教育の

一層の推進を図るとともに、災害に強い、安全で安心な地域社会の構築を進める中

で、地域の防災拠点として機能する学校の防災体制の充実を図ることが重要である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「『未来を考える１００のデータ』（ひょうごビジョン２０５０参考資料）」（兵庫県） 

【南海トラフ地震の想定被害】 

出典：「地域防災計画地震災害対策計画」（２０１７年 兵庫県） 
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  出典：「大雨や猛暑日など（極端現象）のこれまでの変化」（気象庁）より作成 

 
【大雨や猛暑日など（極端現象）のこれまでの変化】 
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第３部 兵庫の教育のめざす姿                          
 

 １  第４期「ひょうご教育創造プラン」の基本理念 

（１） 兵庫が大切にしてきた教育 
本県の教育は、いつの時代にあっても教育の根底にある、個人の尊厳を尊重し、豊か

な人間性や創造性を育む「こころの豊かさ」の育成を基調に、子どもたちの豊かな人間
関係の構築、学校と家庭のみならず、地域社会が一体となって子どもたちの成長を支え
ていくことを重んじてきた。 

その上で、兵庫型「体験教育」等の展開による「思いやりの心」「ふるさとを愛し誇り
をもつ心」の醸成、震災の経験と教訓を活かした「共生の心」「生きる力」を育む「兵庫
の防災教育」の推進、一人一人の個性や創造性を伸ばす教育や「社会に開かれた教
育課程」の実現を図るなど、様々に変化する社会情勢の中にあっても、不易としての教
育を堅持しながら未来を担う人材の育成という使命に応える努力を積み重ねてきた。 

今後とも、変化の激しい時代だからこそ、これまで兵庫の教育が大切にしてきたもの
の意義を、改めて社会全体で共有し、その上で新しい時代の教育を切り拓いていくこと
が求められる。 

 
（２） 新型コロナウイルス感染症の拡大による影響 

新型コロナウイルス感染症の拡大による３年以上に及ぶ社会経済活動や教育活動
への制限は、体験活動の機会や地域とのつながりを減少させ、不登校の子どもたちが
増加するなど、子どもたちに広範かつ多面的な影響を与えた。これらに加え、自己肯定
感や当事者意識の低さ等、従来認識されながら解決に至らなかった様々な課題も、これ
を機に改めて指摘されている。 

一方、こうした状況の中で、学校は学習機会や学力の保障のみならず、人と安心・安
全につながることができる居場所として、身体的・精神的な健康を支えるという役割も
担っていることや、全人的な発達・成長を保障する役割として、教職員と子どもたちが教
室に集い、関わり合いながら成長することの価値や意義等について、再認識する機会と
なった。 

新型コロナウイルス感染症の拡大が子どもたちに与えた影響は今後も継続していく
ことが懸念され、更に顕在化してくる課題もあると考えられる。これまで以上に学校種間、
学校・家庭・地域、そして社会全体で連携・協働し、子どもたちの成長を見守り支えてい
くことが求められる。 

 
（３） ２０２０年代を通じて実現すべき「令和の日本型学校教育」の姿 

急激に変化する時代の中で、子どもたち一人一人が、自分のよさや可能性を認識す
るとともに、あらゆる他者を価値ある存在として尊重し、多様な人々と協働しながら様々
な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手となること
ができるよう、その資質・能力を育成することが求められている。 

これまで本県が大切にしてきた教育を継承しつつ、新しい時代を見据えて更なる発
展・振興を図り、知・徳・体を一体的に育みながら「令和の日本型学校教育」の実現に
向けた必要な取組を果敢に進めていくことが求められる。 
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（４） 基本理念 

   兵庫が育む こころ豊かで自立する人づくり 
 

第４期重点テーマ 

    ― 「『絆』を深め、『在りたい未来』を創造する力」の育成 ― 
 

今後の教育には、社会情勢の激しい変化が続く中、想定外の事象と向き合い対応す

る力や不透明な未来を切り拓く力をどう涵養していくかという視点とともに、ウェルビーイ

ングの向上や持続可能な社会の実現という視点が重要である。 

そのためにも、自ら「在りたい自分」や「在りたい社会」を描き、自己のみではなく主体

的に他者と協力・協働しながらその実現に向けた課題を発見・解決し、新たな価値を

「創造」していく力を育むことが求められる。 

 

また、多様な人々が共に暮らす社会において、自分のよさや可能性を認識し、あらゆる

他者を価値ある存在として尊重するとともに、学校・家庭・地域が連携・協働し相互に育

ち合いながら、これまで本県が大切にしてきた「絆」を深めて、子どもたちの成長を支え、

誰一人取り残されないよう、子どもたちが自分らしく安心して過ごせる環境を構築してい

くことが重要である。  

 

更に、人生１００年時代をより豊かに生きるため、生涯にわたって、意欲をもって知識と

知恵をアップデートし続け、スキルを身に付けるなど、自らの可能性を最大限に伸ばし、

学びの成果を社会の様々な場面で発揮できる社会を形成することが求められる。  

 

これらを踏まえ、第４期においては、本県教育の基本理念としてきた「兵庫が育む ここ

ろ豊かで自立する人づくり」を基本としながら、第３期重点テーマ「『未来への道を切り

拓く力』の育成」を継承しつつ、更なる本県教育の振興を図るため、－「『絆』を深め、

『在りたい未来』を創造する力」の育成－を重点テーマとする。 

 

この理念・重点テーマの実現に向け、以下の３つの方針に基づき取り組む。 

 

基本方針１  予測困難な時代を生き抜く力を育む教育の推進 

基本方針２  すべての子どもたちが自分らしく安心して過ごせる 

学校・家庭・地域等の構築 

基本方針３  安心・安全で質の高い学びを実現する教育環境の整備・充実 

 

なお、学習指導要領や生徒指導提要等は、一人一人の子どもを主語にする学校教育

の実現をめざし改訂がなされたことも踏まえ、第４期の実施に当たっては、子どもたち自

身が必要な資質・能力等を身に付けていけるよう、学校、家庭、地域、行政等、社会全体

が支えていくという視点を改めて重視し、取り組んでいくことが重要である。 
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 ２  めざす人間像 

○ 人生１００年を通じて知・徳・体の調和がとれ、自らの夢や志の実現に努力し、持続可

能な社会の創り手となる人 

○ 自分のよさや可能性を認識し、あらゆる他者を価値ある存在として尊重する人 

○ ふるさとを愛し、共に支え合いながら、明日の兵庫を切り拓き、日本の未来を担う人 

○ 日本の伝統と文化を基盤として、創造力と多様な人々との共生の心をもち、国内外で

活動する人 
 

 ３  育み培う心、力、態度 

○ 自律心を養い、自立する人として 

・  生命（いのち）を尊び、自然を大切にする 

・  幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、健やかな身体を育み、豊

かな情操と道徳心をもつ 

・  個人の価値を尊重し、生涯にわたって個性や資質・能力を伸ばし、創造性を培い、

自主及び自律の精神を養う 

・  思いやりや寛容の心をもち、人権を尊重する 

・  失敗や変化を恐れず前向きに受け止め、自己のみではなく主体的に他者と協力・

協働しながら困難や逆境に立ち向かう 

 

○ 社会で活動する人として 

・  基本的なルールを遵守し、役割や責任をもってよりよい社会づくりに向けて主体的に

行動する 

・  周囲とコミュニケーションを図りながら問題を発見し、創造的に解決する 

・  他者を尊重するとともに、異なる文化や価値観を理解し、多様な人々と共生する 

 

○ ひょうご人（ふるさとに誇りをもち、多様な人々と協働して五国を支える人）として 

・  震災の教訓を踏まえ、地域に学び、地域を担い、ふるさと兵庫の発展に取り組む 

・  兵庫が有する多様な伝統や芸能・文化を尊重し、ふるさと兵庫や日本を愛する 

・  国際社会の平和や発展に向けて、次代の兵庫、日本、世界を舞台に活動する 
 

 ４  各主体の責任と役割 

これまで、県民運動として「こころ豊かな人づくり」に取り組み、県民の「参画と協働」の

もと県民が一体となって子どもたちを育む取組を進めてきたことを引き継ぎ、これからもす

べての県民が教育に関わっていくことが不可欠である。  

教育行政機関、学校、教職員及び社会教育施設はもとより、家庭、地域及び県民は、子

どもたちの成長に関わる当事者として、それぞれが責任と役割を自覚し、社会全体で、兵

庫の教育のめざす基本理念の実現に向けて取り組まなければならない。  
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また、教育行政機関、学校、教職員、社会教育施設、家庭、地域及び県民はもとより、社

会教育団体、青少年団体、その他の教育に関わる団体やＮＰＯ（非営利団体）、ボランティ

ア、企業や民間事業者等が、連携・協力しながら教育に取り組むことが求められる。  

本県において、基本理念の実現に向けた「各主体の責任と役割」は次のとおりとする。 
 
（１） 教育行政機関 

・  教育行政機関は、学校教育、社会教育・生涯学習等を振興し、学校・家庭・地域

等の教育の主体と連携・協力するとともに、その主体を支援する。 

・  教育行政機関は、「兵庫が育む こころ豊かで自立する人づくり」を実現するた

め、子どもたちの現状と課題を把握し、適切かつ実効性のある施策を遂行する。 

・  各主体は、相互に緊密な連携を図り、本計画の実現に向けそれぞれが担う教育

施策を円滑に遂行する。 

・  各主体の担う役割等に応じて、学校や教職員等に必要な支援や指導・助言を行

い、教職員が教育活動に専念できるよう支援する。 

 

（２） 学校、教職員、社会教育施設 

・  学校は、子どもたちの人格の完成をめざし、知・徳・体の調和のとれた「生きる

力」を育む教育を行う。 

・  教職員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶えず研究と修養に励み、高い倫理

観をもってその職責の遂行に努める。 

・  社会教育施設は、人生１００年を通じて、時代の趨勢・社会の状況・県民のニーズ

等を踏まえた学習内容や学習機会の充実、情報の積極的な発信等、社会教育の

振興に取り組む。 

 

（３） 家庭（保護者） 

・  家庭（保護者）は、子どもの教育について第一義的責任を有しており、基本的な

生活習慣を身に付けさせるとともに、道徳心や自立心を育成し、心身の調和のと

れた発達を図る。 

・  家庭（保護者）は、学びを積み重ねて成長しながら子どもと向き合うとともに、家

庭（保護者）同士の交流や協働を通じて、子どもの育ちを豊かにする。 

 

（４） 地域（地域住民） 

・  地域（地域住民）は、多様化する家庭環境を踏まえ家庭教育を支えるとともに、

家庭や学校と連携・協働し相互に育ち合いながら、地域全体で未来を担う子ども

たちの成長を支えていく活動に取り組む。 

 

（５） 県民 

・  県民は、一人一人が子どもたちの成長に関わる教育の当事者であるという意識

をもつとともに、社会総掛かりでの教育を実現するため、人生１００年を通じて、生

活の質の向上に加え、地域社会の担い手として常に自ら研鑽に励む。 
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 ５  体系表（「基本方針」及び「基本的方向」） 
   

兵庫が育む こころ豊かで自立する人づくり 
 

第４期重点テーマ 

   ― 「『絆』を深め、『在りたい未来』を創造する力」の育成 ― 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 「確かな学力」の育成 

（４） 社会的自立に必要な資質・能力・態度の育成 

（３） 「健やかな体」の育成 

（６） 幼児期の教育の充実 

（７） 高等教育（大学）の推進 

（８） 私学教育の振興 

（９） 人生１００年を通じた学びの推進 

（２） 「豊かな心」の育成     

（１） 多様性の尊重と包摂性のある教育の推進 

（２） 学校・家庭・地域との協働による豊かな学びの推進 

（４） 関係機関等との連携の強化 

（２） 修学環境の整備・充実 

（１） 教育ＤＸの実現に向けた教育の情報化の推進 

（５） 子どもたちの安心・安全の確保 

（３） 教職員の資質・能力の向上  

（４） 学校の組織力の向上 

（５） 特別支援教育の推進 

（３） 子どもの育ちを社会全体で支える取組の推進 

兵
庫
が
育
む 

こ
こ
ろ
豊
か
で
自
立
す
る
人
づ
く
り 

基本方針３  
安心・安全で質の高い学びを 
実現する教育環境の整備・充実 

基本方針２  
すべての子どもたちが 
自分らしく安心して過ごせる 
学校・家庭・地域等の構築 

基本方針１  
予測困難な時代を生き抜く力を
育む教育の推進 
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 ６  基本方針 
 

基本方針１ 予測困難な時代を生き抜く力を育む教育の推進 

（１） 「確かな学力」の育成 
新しい時代に求められる資質・能力の育成に向けた授業改善等、学びの充実に取り

組むとともに、グローバル化をはじめ、ＩＣＴやＡＩ等の技術革新等、複雑化・多様化する
社会において、社会課題の発見・解決や持続的な社会の発展・創造に向け、新たな価
値を創造し、既存の様々な枠を越えて活躍できる人材の育成を図るため、以下の事項
に取り組む。 

① 新しい時代に求められる資質・能力の育成 
先行き不透明な予測困難な時代において、一人一人の子どもたちが、自分のよ

さや可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価値ある存在として尊重し、多様
な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、持続可能な社会の創り手と
なれるよう、学習指導要領を踏まえ、「社会に開かれた教育課程」7の実現を図り、
新しい時代に求められる資質・能力を育成する。 

 
【取組の方向性】 

・  基本的な知識・技能の習得に加え、習得した知識及び技能を活用し、課題
等を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等及び学びに向かう力
等を育成する。 

・  「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善、「カリキュラム・マネ
ジメント」の確立を図る。 

・  これらを通じ、言語能力、情報活用能力（情報モラルを含む）、問題発見・解
決能力等の学習の基盤となる資質・能力も含めた「新しい時代に求められる
資質・能力」を育成する。 

 
② 「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実 

「新しい時代に求められる資質・能力」を、すべての子どもたちに育成するととも
に、多様な教育ニーズに対応するため、「指導の個別化」と「学習の個性化」を学
習者視点から整理した「個別最適な学び」を進める。併せて、「個別最適な学び」
が「孤立した学び」に陥らないよう、「協働的な学び」と一体的に進める。 

 
【取組の方向性】 

・  「指導の個別化」では、支援が必要な子どもへの重点的な指導や、一人一
人の特性や学習進度等に応じた指導に取り組むとともに、自ら学習を調整し
ながら粘り強く学習に取り組む態度等を育成する。 

・  「学習の個性化」では、子どもの興味・関心等に応じ、一人一人に応じた学
習活動や学習課題に取り組む機会を提供するとともに、子ども自身が主体的
に学習を最適化することができるよう促す。 

                                                
7  教育課程を通じて、これからの時代に求められる教育を実現していくため、よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという理念を

学校と社会とが共有し、それぞれの学校において、必要な学習内容をどのように学び、どのような資質・能力を身に付けられるようにする

のかを教育課程において明確にしながら、社会との連携及び協働によりその実現を図ること。 
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・  「個別最適な学び」は、探究的な学習や体験活動等を通じて、子ども同士
で、あるいは地域の方々をはじめ多様な他者と協働しながら、一人一人のよい
点や可能性をいかしながら、異なる考え方を組み合わせてよりよい学びを生
み出す「協働的な学び」と一体的に進める。 

・  １人１台端末の最大限の活用8、きめ細かな指導体制の充実、実践的な研
修、地域人材の活用等を通し、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体
的に充実させ、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善につ
なげるとともに、「カリキュラム・マネジメント」の取組を一層進める。 

 
③ 情報活用能力（情報モラルを含む）の育成 

ＩＣＴやＡＩ等の技術革新が飛躍的に進化するＳｏｃｉｅｔｙ５．０時代に対応し、そのよ
うな時代を創造していく力と意思を育んでいくことが不可欠であることから、学習
指導要領において学習の基盤となる資質・能力と位置付けられた「情報活用能力
（情報モラルを含む）」を着実に育成する。 

 
【取組の方向性】 

・  情報技術を活用した問題の発見・解決の方法や、情報化が社会の中で果た
す役割や影響、情報の真偽を吟味する力9、複数の情報を結び付けて新たな
意味を見いだす力、問題の発見・解決に向けて情報技術を適切かつ効果的
に活用する力、情報社会に主体的に参画し、その発展に寄与しようとする態度
等を育成する。 

・  「ひょうごＧＩＧＡワークブック」の活用等を通じて、自他の権利の尊重等、情
報社会におけるルールやマナーの習得、インターネット利用に当たっての危険
の回避や情報セキュリティに関する知識の習得等、発達段階に応じた情報モ
ラル教育に取り組む。 

 
④ 伝統と文化を尊重しグローバル化に対応する国際教育の強化 

グローバル化が一層進展している社会に対応するため、自らが国際社会の一
員としてどのように生きていくかという主体性を一層強く意識し、問題発見・解決能
力、コミュニケーション能力、異なる言語や文化の違いを乗り越え、多角的な視野
をもって自立的な思考を行い、多様な立場の者が協働的に議論し、納得解を生み
出す力等、グローバルな視野で活躍・行動するための資質・能力を育成する。 

 
【取組の方向性】 

・  自らの国やふるさとを愛し誇りをもつとともに、他国の伝統と文化を尊重する
態度を育成する。 

・  様々な場面において英語を使った活動の充実を図るとともに、外国語指導
助手（ＡＬＴ）等とのふれあいや対話等を通じて、国や文化の異なる人々と主
体的にコミュニケーションを図ろうとする態度や、豊かな語学力、コミュニケー

                                                
8  １人１台端末については、その活用自体が目的ではなく、これまでの授業実践とＩＣＴとを最適に組み合わせ、学校教育における様々な

課題を解決し、教育の質の向上につなげていくことが重要である。そのためにも、研修等を通じて、教員が双方に必要な資質・能力を身

に付けられる環境を整備・充実していくことが必要である。 
9  「教育の情報化に関する手引-追補版-」 （令和２年６月 文部科学省）においては、インターネットの特性の一つである「信憑性」につ

いて、「インターネット上には誰でも情報を発信できるので、信用できない情報も多く、情報を取得する際には正しいかどうかを必ず確か

めなければならないという感覚を身に付けさせることが重要である。」としている。 
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ション能力を育成する外国語教育に取り組む。 
・  国際交流や海外留学の促進を図り、異なる言語や文化の違いを乗り越え、

多角的な視野をもって自立的な思考を行い、多様な立場の者が協働的に議
論し、納得解を生み出す力等を育成する。 

・  グローバルな立場から社会の持続的な発展を牽引する人材となり得るグロ
ーバル・リーダーや、グローバルな視点をもって地域社会の活性化を担う人材
の育成につながる取組の創出を図る。 

 
⑤ 新たな価値を創造する教育の充実 

複雑化・多様化する時代において、子どもたちが自らの人生や社会をよりよく変
えていくため、一人一人が自分の身近なことから他者のことや社会の様々な問題
に至るまで関心を寄せ、社会を構成する当事者として、自ら主体的に考え、課題を
発見し、他者と協力・協働しながら、多様な知を培い持ち寄って課題を解決し、新
たな価値を創造する力を育成する。 

 
【取組の方向性】 

・  １人１台端末を積極的に活用しつつ、探究的な学びの過程を重視した教科
等横断的な学習や探究学習の充実を図る。 

・  学校と地域が連携・協働しつつ、地域の具体的な課題等、実社会における
課題解決にいかしていくための教科等横断的な学習の充実を図る。 

・  理数分野をはじめとして、魅力ある授業づくりや外部人材の活用等、興味・
関心や意欲をより一層高めるための取組の充実を図る。 

・  高校においては、兵庫型「ＳＴＥＡＭ教育」10やＳＳＨ11等の推進により、独創
的発想と卓越した技術の知識をいかし、新たな価値の創造や課題解決への
道を切り拓く社会のリーダーの育成や、先進的な理数教育の充実により、将
来国際的に活躍し得る科学技術系人材を育成する。 

 
⑥ 魅力と活力ある高校づくりの推進 

「県立高等学校教育改革第三次実施計画」（令和４年３月）に基づき、社会の
変化に柔軟に対応し「学びたいことが学べる魅力と活力ある学校づくり」を実現す
る。 

 
【取組の方向性】 

・  スクール・ミッション12に基づき、日々の教育活動の中で創意工夫に努め、特
色ある取組を推進する。 

・  探究を軸とした普通科新学科の設置、特色ある学科や特色類型の改編等、
各校の魅力・特色づくりを推進する。 

・  多様で活力ある教育活動を維持・発展させるため、発展的統合により、望ま
しい規模の確保を図るとともに、伝統と特色を継承・発展させた魅力と活力あ

                                                
10 ＳＴＥＡＭ（Ｓｃｉｅｎｃｅ, Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ, Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ, Ａｒｔ, Ｍａｔｈｅｍａｔｉｃｓ）を総合的に学習し、実社会での問題発見・解決にいかして

いくための教科等横断的な学習。兵庫県においては、Ｅｎｇｌｉｓｈにも重点を置いて取り組んでいる。 
11 国において、将来国際的に活躍し得る科学技術人材の育成を図るため、先進的な理数系教育を実施する高校等を「スーパーサイエン

スハイスクール」として指定し、理科・数学等に重点を置いたカリキュラムの開発・実践や課題研究の推進、観察・実験等を通じた体験

的・問題解決的な学習等を支援している。本県においては、１２校の県立学校が指定されている。 
12 各校が育成をめざす資質・能力を明確にするために、設置者である兵庫県教育委員会が示す、各校の存在意義や期待されている社会

的役割、めざすべき学校像。 
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る学校づくりに取り組む。 
・  入学者選抜制度・方法の工夫と改善を図る。 

 

 
（２） 「豊かな心」の育成  

複雑化・多様化した社会において、変化を前向きに受け止めながら、地域や社会、生
活、人生をより豊かなものとしていくため、公共の精神、郷土の自然や伝統・文化の尊重、
豊かな情操や規範意識、自他の生命の尊重、自己肯定感・自己有用感、他者への思い
やり、人間関係を築く力、心の危機に気付く力、援助希求的態度等を育み、豊かな人間
性を育成することが重要であるため、以下の事項に取り組む。 

① 兵庫型「体験教育」13の推進 
全国に先駆けて取り組んでいる兵庫型「体験教育」は、平成７（１９９５）年に発

生した「阪神・淡路大震災」や平成９（１９９７）年に起きた「神戸連続児童殺傷事
件」等も踏まえ、命を大切にする心や思いやりの心、規範意識の醸成に加え、体験
活動における試行錯誤の中で自己認識や自尊感情を高め、人間としての在り方や
生き方を考えさせるなど、「心の教育」の充実を図ってきた。県民の参画と協働によ
り、子どもの成長を地域社会全体で支える取組の象徴として実践してきたことや、
各種の体験活動の経験は、その後の非認知能力等に関してよい影響を及ぼす可
能性があることが期待される14ことも踏まえ、本県が大切にしてきた教育として推
進する。 

 
【取組の方向性】 

・  少子高齢化や人口減少社会の進行、社会のつながりの希薄化に加え、新型
コロナウイルス感染症による体験活動への影響等により、これまでの取組が
形骸化していく懸念があることから、それぞれの取組の意義を学校・家庭・地
域等、社会全体で共有・発信し、その上で実施内容や在り方等について不断
の工夫・改善を図りながら、取組の充実を図る。 

・  自然学校では、子どもたちが課題解決に向けて、自ら考え、模索し、やり抜こ
うとする態度を育成するとともに、自然や社会に直接触れることで、日常では
経験できない「感動体験」や児童の「主体性」を育むプログラムを作成・実施
するなど、質的向上を図る。 

・  トライやる・ウィークでは、子どもたちが活動を通じて、ふるさとを愛し、社会的

                                                
13 環境体験事業（小学３年生・平成１９（２００７）年～）、自然学校推進事業（小学５年生・昭和６３（１９８８）年～）、青少年芸術体験事業

～わくわくオーケストラ教室～（中学１年生・平成１８（２００６）年～）、地域に学ぶ「トライやる・ウィーク」（中学２年生・平成１０（１９９８）年

～）、高校生地域貢献事業～トライやる・ワーク～（高校１年生・平成１７（２００５）年～）、高校生就業体験事業～インターンシップ推進プ

ラン～（高校２年生・平成１７（２００５）年～）から成り、小学校から高校における各体験活動を、それぞれの発達段階を踏まえた目的・ね

らいをもって、体系的に進めている。 
14 「２１世紀出生児縦断調査（平成１３年出生児）特別報告」（令和５年３月２４日 文部科学省）において、以下の分析結果が示されてい

る。 

・小学校６年生時点で「自然体験」や「文化的体験」を経験することは、２０歳までの時点における「自尊感情」、「精神的回復力」、「がま

ん強さ」、「精神的健康」のいずれに関しても、プラスの効果が見られた。 

・小学校６年生時点で「社会体験」を経験することは、２０歳までの時点における「精神的回復力」、「がまん強さ」、「精神的健康」のいず

れに関しても（「自尊感情」に関しては２０歳の時点においてのみ）、プラスの効果が見られた。 

・小学校高学年の時期においても、意図的・計画的に体験活動の機会を充実させていくことで、子どもの非認知能力等の向上を図って

いくことができる可能性がある。 
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自立に向け、地域の一員としての自覚を深められるよう、市町推進協議会等
の活性化を図りつつ、コミュニティ・スクール等を効果的に活用するなど、学
校・家庭・地域の連携を一層深めた取組を推進する。 

 
② ふるさと意識を醸成する教育の推進 

地域の自然・環境、歴史・伝統、産業・生活・文化等、地域のもつ豊かで多様な
教育資源を活用しながら、ふるさと兵庫や日本を愛し誇りをもつ心を育て、地域の
一員としての自覚を高めることは、地域の課題や将来を考え、よりよく変えていくこ
とへの意思を育む上で重要である。また、希薄化していく地域における絆を高めて
いく上でも重要であることから、子どもたちが、人々とのふれあいを通じて、ふるさと
のよさを知り、ふるさとの課題について理解を深めるとともに、解決策を考えるな
ど、郷土を知る取組を推進する。  

 
【取組の方向性】 

・  子どもたちの兵庫への愛着を深めるため、身近にある自然・産業・歴史・伝
統等についての知識や理解を深める取組を推進する。 

・  国際的な視野をもちながら、日本の歴史や文化に対する理解を深めるため
の歴史に関する教育の充実に取り組む。 

・  感謝の心やふるさとへの愛着心を育むため、子どもたちが地域の文化行事
や伝統行事、ボランティア活動等に主体的に参加し、創意工夫しながら、地域
の人々とのつながりを深めて地域の魅力を発見する取組を充実させる兵庫型
「体験教育」を推進する。 

・  本県が誇る様々な伝統文化、伝統芸能、舞台芸術に触れる機会の充実を図
るとともに、地域に根ざした行事への参画の促進や地域活性化策の具現化に
係る取組を推進する。 

 
③ 道徳教育の推進 

自己の生き方を考え、主体的な判断のもとに行動し、自立した一人の人間として
他者と共によりよく生きるための基盤となる道徳性を養う道徳教育を推進する。 

 
【取組の方向性】 

・  兵庫版道徳教育副読本の活用や研修等を通じて、指導内容と指導方法の
工夫・改善、指導力の向上を図り、「特別の教科 道徳」はもとより、学校の教
育活動全体を通じた道徳教育に取り組む。 

・  兵庫版道徳教育副読本の家庭での活用を推進するとともに、全県での協議
会の設置や各地域での実践研究、研修等を通じて、学校・家庭・地域が連携
した道徳教育に全県的に取り組む。 

 
④ 人権教育の推進 

すべての人々の人権が尊重され、相互に共存し得る平和で豊かな社会を実現す
るため、女性（男女共同参画等）、子ども（いじめ等）、高齢者、障害のある人、同和
問題、外国人、拉致問題、多様な性等、人権に関わる課題の解決に向けた人権教
育を推進する。 
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【取組の方向性】 
・  人権教育資料や人権啓発資料の活用、研修の実施等により、指導方法の工

夫・改善、指導力の向上を図り、他者と共生する態度を育成する。 
・  地域における人権課題の解決に向け、人権課題の把握、学習活動や交流活

動等を通じて、心と心が豊かにつながる地域づくりを推進する。 
 
⑤ いじめへの対応 

いじめは許されない行為であり、こころ豊かで安心・安全な社会をいかにしてつ
くるかという、学校を含めた社会全体の課題である。いじめの問題はすべての子ど
もたちに関係するものであり、どの子どもにも、どの学校にも起こり得るものである
との認識のもと、いじめ防止対策推進法の理解に基づき、学校や家庭、地域、関係
機関が一体となって、いじめの問題に取り組むとともに、決していじめをしない人に
育つような教育に取り組む。 

 
【取組の方向性】 

・  「兵庫県いじめ防止基本方針」及び「いじめ対応マニュアル」に基づき、学
校、家庭、地域、行政、関係機関が一体となって、組織的に、いじめの未然防
止、早期発見・早期対応を図る全県的・地域的な連携体制をより一層強化す
る。 

・  いじめは人権侵害行為であることを理解し、子どもたちが自他の生命、個
性、人権等を尊重する姿勢や態度を身に付けるような教育に取り組む。 

・  子どもたち一人一人の個性の発見と、よさや可能性の伸長及び社会的資
質・能力の発達を支える発達支持的生徒指導の推進を通じて、コミュニケー
ション力、他者理解力、思いやり、共感性、人間関係形成力、課題解決力、市
民性意識、人権意識等を身に付けるとともに、自己存在感や自己肯定感等を
感じることができる、安心・安全で魅力ある学級・学校づくりを推進する。 

・  「生命尊重に関する教育」や「心身の健康の保持増進に関する教育」、「温
かい人間関係を築く教育」等、自殺予防教育の下地づくりとして位置付けら
れる取組を進めながら、心の危機についての正しい知識と理解をもち、困った
ときに相談できる援助希求的な態度がとれるよう、すべての子どもたちが「心
の危機に気付く力」と「相談する力」を身に付けることをめざす。 

 
⑥ 不登校への対応 

不登校は、どの子どもにも、どの学校にも起こり得るものであるとともに、将来に
も長期にわたって影響を及ぼすとの指摘もあることから、不登校の子どもたちの教
育機会の確保や相談体制の充実等、全県一丸となった不登校対策を、アセスメン
トに基づくＰＤＣＡサイクルにより不断の見直しや改善を行いながら強力に推進す
る。 

 
【取組の方向性】 

・  国の不登校対策15を踏まえつつ、学校、地域、支援関係機関、行政が互いの
役割を自覚し、相互に連携しながら、全県一丸となって不登校対策に取り組
む。 

                                                
15 「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策」（ＣＯＣＯＬＯプラン）（令和５年３月３１日 文部科学省） 
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・  各学校で作成した「不登校対策支援プラン」の実践・検証・改善、子どもた
ちが「一人の人間として大切にされている」という自己存在感を実感する授業
づくりや学校づくり、子どもたちがＳＯＳを出す力を身に付ける教育の促進の
充実を図るなど、学校を「みんなが安心して学べる」場所にするため、「チーム
学校」として、組織的・継続的な取組を推進する。 

・  地域の中で、不登校の子どもやその保護者が相談できる場や、不登校の子
どもたちが学習できる場の提供等、学校・家庭・地域の連携を強化し、地域で
の「つながりと居場所づくり」を広げる取組を推進する。 

・  学校と連携した不登校の子どもやその保護者への計画的な支援と情報共
有等、支援関係機関の取組を強化し、「多様な学びの場」を確保する。 

・  子どもたちのＳＯＳや些細な変化に気付くための全教職員を対象としたカウ
ンセリングマインド研修の充実や、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワ
ーカー等専門家の活用等により、「ケースに応じた効果的な支援」に取り組
む。 

 
⑦ 読書活動の充実 

子どもの読書活動は、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かな
ものにし、人生をより深く生きる力を身に付けていく上で欠くことのできないもので
あることから、「ひょうご子どもの読書活動推進計画」に基づき、子どもたちに本へ
の関心を高め、読書習慣の定着を図る。 

 
【取組の方向性】 

・  幼・小・中・高・特別支援学校の発達段階等に応じた本に親しむ活動や読書
習慣の定着・指導、学校図書館を活用した学習活動の充実を図る。 

・  家庭での読書の習慣付けの理解促進を図るとともに、公立図書館における
子どもの読書活動の推進や学校図書館との連携、ボランティア団体やＰＴＡ等
社会教育団体の活動の展開等、学校・家庭・地域との連携による読書活動を
推進する。 

・  市町における「子どもの読書活動推進計画」策定の取組を支援するなど、子
どもの読書活動に関する支援体制の充実を図る。 

 

 

（３） 「健やかな体」の育成 
子どもたちが生涯を通じて、生活習慣の確立や学校保健の推進等により、心身の健

康の保持増進と体力の向上を図るとともに、運動やスポーツに親しむ資質・能力を育成
し、スポーツに継続して親しむ機会を確保できるよう、以下の事項に取り組む。 

① 健康教育・食育の推進 
生涯を通じて心身の健康を保持増進するための能力・態度を育成するとともに、

複雑化・多様化する子どもたちの現代的な健康課題に対応するための体制と指導
の充実を図る。また、食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けさせるた
め、学習指導要領に基づき、学校教育活動全体を通じた食育を推進するとともに、
学校給食における県産農林水産物の活用促進を図り、学校・家庭・地域との連携
による食育の実践に取り組む。 
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【取組の方向性】 
・  感染症予防に関する保健指導や、喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育、がん教

育、心の健康や性に関する指導等を通じて、子どもたちが生涯にわたり健康
を保持増進する力や態度を育成する。 

・  健康診断や健康観察、健康相談等、様々な機会において、子どもたちの健康
課題を早期に発見し、適切に対応するため、教職員、学校医、保護者、地域の
専門機関等と連携した保健管理、保健組織活動等の取組を推進する。 

・  「生きた教材」である学校給食における地場産物の活用や、地場産物に関
する学習、環境への負荷を低減する農業に対する理解等の取組を推進し、食
生活が自然の恩恵や人々の様々な活動の上に成り立っていることについて理
解を深めるとともに、生産者等への感謝の心を育む。 

 
② 体力・運動能力の向上 

幼児期からの運動遊びや、体力・技能の程度、性別や障害の有無等に関わら
ず、共に学ぶ体育活動等を通じて、運動好きな子どもや日常から運動に親しむ子
どもを増加させ、生涯にわたって運動やスポーツを継続し、心身共に健康で明るく
豊かな生活を営むことができる資質・能力を育成する。 

 
【取組の方向性】 

・  「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の課題検証を行い、授業の改善
や、体力アップサポーターの派遣等を通じて、子どもたちの体力・運動能力の
更なる向上を図る。 

・  アスリート等の外部人材の招へい等を通じて、スポーツの価値や効果、運動
の魅力に触れる機会を確保し、生涯における運動・スポーツの習慣化を促進
する。 

・  子どもたちが主体的に運動に取り組むなど、特色ある優れた取組の実践や、
学校・家庭・地域が連携した取組を推進し、継続的に運動・スポーツに親しむ
習慣や意欲を養う。 

 
③ 部活動改革の推進 

少子化の進行や、教職員の業務負担軽減等の課題がある中、子どもたちがスポ
ーツに継続して親しむことができる機会を確保できるよう、持続可能で多様なスポ
ーツ環境の整備を推進する。 

 
【取組の方向性】 

・  国の方針16を踏まえ、部活動の地域移行に向けた実証事業や、合同部活
動・部活動指導員派遣による地域連携等を進め、地域の実情や子どもたちの
ニーズに応じた、持続可能で多様なスポーツ環境を整備する。 

 
 

（４） 社会的自立に必要な資質・能力・態度の育成 
子どもたち一人一人が自己実現を果たし、社会において充実して生きられるよう、自

己のみではなく、主体的に他者と協力・協働することの重要性も認識しながら、社会的・

                                                
16 「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革」（令和２年９月 スポーツ庁） 
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職業的自立に向けて必要な資質・能力・態度を育成するとともに、持続可能な社会の創
り手として、公共の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する
態度や規範を養うため、以下の事項に取り組む。 

① 兵庫型「キャリア教育」の推進 
変化の激しい社会において、子どもたちが夢や希望をもって自分の未来を切り

拓き、社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生き方を実現するため、
変化や失敗を恐れず、前向きに受け止め対応していく力と態度を育成するととも
に、社会的・職業的自立の基盤となる「基礎的・汎用的能力」17を育成する。 

 
【取組の方向性】 

・  兵庫版「キャリア・パスポート」及びキャリアノートの小・中・高一貫した活用等
により、学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら、社会的自立に向
け、「基礎的・汎用的能力」の４つの能力を意図的・継続的・系統的に育成す
る。 

・  社会とのつながりや社会における自らの役割を考えることができるよう、家庭
や地域と連携し、自然体験、社会体験、就業体験、ものづくり体験、産業現場に
おける実習の実施等、社会に触れる機会の充実を図る。 

 
② 社会的資質・能力の発達の支援  

複雑化・多様化する社会において、様々な困難や課題を抱える子どもたちが増
える中、子どもたちの発達や教育ニーズを踏まえつつ、一人一人の可能性を最大
限に伸ばしていくため、一人一人が抱える個別の困難や課題に向き合い、「個性
の発見とよさや可能性の伸長、社会的資質・能力の発達」に資する重要な役割を
有している、生徒指導等に取り組む。 

 
【取組の方向性】 

・  国において改訂した生徒指導提要18を踏まえ、課題予防・早期対応といった
課題対応の側面のみならず、すべての子どもたちを対象に、子どもたちが自発
的・主体的に自らを発達させ、その発達を支えるような生徒指導の側面に着目
した取組を推進する。 

・  子どもたち一人一人の課題に向き合い適切に対応するためにも、「チーム学
校」として、校長のリーダーシップのもと、教職員や学校内外の多様な専門人
材、地域と連携・協働しながら取り組む。 

 
③ 主体的に社会の形成に参画する態度等の育成 

    持続可能な社会の創り手として、子どもたちが自らの人生や社会をよりよく変え
ていくことができるよう、自らが社会を形成する一員であるという認識をもち、主体
的に行動する力を育成する。 

 
 

                                                
17 社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる力で、キャリア教育で育成すべき４つの能力（「人間関係形成・社会形成能力」「自己

理解・自己管理能力」「課題対応能力」「キャリアプランニング能力」）のこと。 
18 生徒指導提要（令和４年１２月 文部科学省） 
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【取組の方向性】 
・  地域の具体的な課題等、実社会における課題解決学習や、主権者教育、政

治的教養の教育、消費者教育、金融教育、起業家教育（アントレプレナーシッ
プ教育）19等、様々な教育活動を通じて主体的に社会の形成に参画する態度
を育成する。 

・  校則の見直し等、子どもたちに関わるルール等の制定や見直しの過程に、子
どもたち自身が関与することは、身近な課題を自分たちで解決する経験となる
など、教育的な意義があることも踏まえ、子どもたちの主体性を育む取組を推
進する。 

 
 

（５） 特別支援教育の推進 
障害のある子どもの自立と社会参加に向けて、障害者権利条約や障害者基本法等

に基づき、障害のある子どもと障害のない子どもが可能な限り共に過ごすための条件
整備と、一人一人の教育的ニーズに応じた学びの場の整備を両輪として、インクルーシ
ブ教育システムの実現に向けた取組を一層推進するため、「兵庫県特別支援教育推進
計画」に基づき、以下の事項に取り組む。 

① 連続性のある多様な学びの場における教育の充実 
多様性を認め合い、包摂性のある共生社会の実現に向け、引き続きインクルーシ

ブ教育システムを推進するため、障害のある子どもと障害のない子どもが可能な
限り共に過ごすための条件整備と、一人一人の教育的ニーズに応じた学びの場に
おける特別支援教育の推進・充実を図る。 

 
【取組の方向性】 

・  本人・保護者の意向を最大限尊重した適切な就学先の決定や学びの場の
柔軟な見直しを行うため、一人一人の教育的ニーズと必要な支援についての
合意形成に向け、早期からの教育相談と校園内支援体制の充実を図る。 

・  通常の学級等において、一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応じた
合理的配慮の提供について理解促進を図るとともに、一人一人の違いや多様
性を認め合える学校園経営・学級経営に取り組む。 

・  特別支援学校に在籍する子どもが同世代の地域の仲間と共に学び、居住地
とのつながりを維持・継続し、更に深めていけるよう、副籍を活用した居住地
校交流の充実を図る。 

・  ＬＤ、ＡＤＨＤ等により学習上・生活上の支援を必要とする子どもが、地域にお
いて専門性の高い通級による指導を受けられるよう、高校においても引継事
項をいかし、将来を見据えた連続性のある指導を行う。 

・  特別な配慮や支援を必要とする子どもへの対応力の向上に向け、すべての
教職員を対象に学習上・生活上の支援の工夫や合理的配慮の提供に関する
研修等の充実を図る。 

・  障害のある子どもの自立と社会参加に向けた主体的な取組の促進を図ると

                                                
19 急激な社会環境の変化を受容し、新たな価値を生み出していく精神（アントレプレナーシップ）を備えた人材の創出のための教育の総

称。 
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ともに、個別の教育支援計画等を活用した、体系的・系統的なキャリア教育に
取り組む。 

・  ＩＣＴの効果的な活用による自立活動の指導の充実を図るとともに、在宅就
労等の新たな働き方に対応した多様な進路選択の実現を推進する。 

・  障害の状態や特性、学校や地域の実情等に応じた課題に対応できるよう、
教育環境整備の充実を図る。 

 
② 連携による切れ目ない一貫した相談・支援体制の充実 

障害のある子どもが、就学前から在学中、卒業後も切れ目なく一貫した支援を
受けられるよう、教育、家庭、保健・福祉、医療、労働、地域住民等との連携による切
れ目ない一貫した相談・支援体制の充実を図る。 

 
【取組の方向性】 

・  小・中学校等を含めたすべての学校における医療的ケアの安全な実施に向
け、医療関係機関等と連携した実施体制の整備を推進する。 

・  障害のある子どもの安心・安全の確保と一貫した支援を図るため、学校・家
庭と、放課後等デイサービス事業所等の福祉との一層の連携を推進する。 

・  障害のある子どもの自立と社会参加に向け、一人一人のニーズに応じた進
路の実現をめざすため、企業等への理解促進と就労支援体制の充実を図る。 

・  多様な人々が共に生きる社会の実現をめざし、障害のある子どもが卒業後
も生涯を通じて、地域社会の中で活動し、その一員として豊かに生きることが
できるよう、積極的に文化芸術やスポーツに触れる機会を提供するとともに、
県民に向けた理解啓発を促進する。 

 
 
（６） 幼児期の教育の充実 

幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものである。また、気付
く力、やりぬく力、人と関わる力等の非認知能力等を身に付ける上でも重要である。その
ため、幼児の発達の特性や個々の課題に応じた質の高い教育・保育を提供するととも
に、幼児教育と小学校教育を円滑に接続するため、幼保小はもとより、家庭、地域、関係
団体等、子どもに関わるすべての関係者が連携・協働し、以下の事項に取り組む。 

① 幼児期における教育の質の向上 
幼児教育は、幼稚園、保育所、認定こども園といった幼児教育施設だけではな

く、家庭、地域等で幼児が関わる遊びや生活のあらゆる場面において行われるも
のであり、それらすべてを通じて、健やかな育ちをめざし、質の高い教育を行う。 
 

【取組の方向性】 
・  ３要領・指針20について、研修等を通じて関係者の理解を深め、「幼児期の

終わりまでに育ってほしい姿」21を踏まえた指導を工夫するなど、幼児教育施

                                                
20 幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領 
21 健康な心と体、自立心、協同性、道徳性・規範意識の芽生え、社会生活との関わり、思考力の芽生え、自然との関わり・生命尊重、数量

や図形、標識や文字等への関心・感覚、言葉による伝え合い、豊かな感性と表現であり、幼稚園教育要領第２章に示すねらい及び内容
に基づく活動全体を通じて資質・能力が育まれている幼児の幼稚園修了時の具体的な姿。これらは到達目標ではなく、幼児の自発的な
活動としての遊びを通して、一人一人の発達の特性に応じて育っていくものである。 
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設における教育内容や指導方法の工夫・改善・充実を図る。 
・  幼児教育は、多様な環境を通じて行う教育を基本としており、幼児を取り巻く

環境のすべてが教材となり得ることを踏まえ、体験活動の充実に取り組む。 
・  幼児の発達や幼児への関わり方等に対する保護者の理解、親子や親同士

の交流が深められるよう、家庭・地域との連携・協働による家庭教育への支援
に取り組む。 

 
② 幼保小の協働による架け橋期の教育の充実 

幼児期は遊びを通した学びにより小学校以降の学習の基盤となる芽生えを培う
時期であり、小学校においてはその芽生えを更に伸ばしていく視点で取り組むこと
が必要であることを踏まえ、「架け橋期」22の教育の充実を図る。 

 
【取組の方向性】 

・  幼児教育施設で育まれてきた資質・能力を、小学校教育を通じて更に伸長
していくため、幼児教育施設と小学校の教職員が子どもたちの成長や互いの
教育について共通理解し連携を深め、接続期の保育・教育の在り方に関する
実践研究を実施するなど、接続期のカリキュラムの普及及び改善・充実を図
る。 

 
 
（７） 高等教育（大学）の推進 

予測困難な時代にあって、豊かな人間性を備えた創造的な人材を育成し、学修者が
自らの可能性を最大限に発揮するとともに、多様な価値観や文化的背景をもつ人材が
協働して、地域の発展はもとより、社会が直面する課題の解決に貢献する教育を行い、
社会と世界に貢献していく大学となれるよう、県立大学においては、以下の事項に取り
組む。 

① グローバル社会で活躍できる人材の育成 
グローバル社会の到来等、急速な社会経済の変化に対し、グローバルな立場か

ら社会の持続的な発展を生み出す人材として、地球規模の諸課題を自らに関わる
問題として捉え、社会経済的な課題解決に参画するグローバル・リーダーや、グロ
ーバルな視点をもって地域社会の活性化を担う人材を育成する。 

 
【取組の方向性】 

・  英語によるコミュニケーション能力に加え、自らの考えを積極的に発信し、広
い視野をもって新しい価値を創造できる力の育成に向けた教育を推進する。 

・  海外留学、海外からの留学生や研究者の受入推進等、国際交流の充実を
図る。 

 
② 地域のニーズに応える専門人材の育成  

地域が持続的に発展していくためには、その地域への愛着・誇りをもつとともに、

                                                
22 幼保小という異なる施設類型や学校種にまたがる５歳児から小学校１年生までの２年間を「架け橋期」と称して、当該時期の教育の重

要性について、幼保小はもとより、家庭や地域をはじめ、子どもに関わるすべての関係者に幅広く訴えることを目的とした言い方。（令和５

年２月２７日 中央教育審議会 初等中等教育分科会 幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会） 
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地域の課題解決に主体的に参画する人材の育成や、イノベーションの創出、各地
域における産業振興等が重要であることから、大学と地域、産業界等が連携した
取組を推進する。 

  
【取組の方向性】 

・  地域の特色をいかした連携教育の推進や、社会人を対象とした大学院にお
ける高度なリカレント教育の充実等により、地域課題の解決と地域の活性化
に貢献できる人材を育成する。 

 
③ 高度な専門性を有する人材の育成 

第４次産業革命の進展や超スマート社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０）の到来等、社会全体
がパラダイムシフトに直面する中、世界が直面する課題の解決に貢献するよう、高
度な専門性を有する人材を育成する。 

 
【取組の方向性】 

・  学部、大学院の改革を推進し、急速なグローバル化や高度情報化社会等の
進展に対し、人工知能（ＡＩ）やビッグデータ、デジタルトランスフォーメーション
（ＤＸ）やグリーントランスフォーメーション（ＧＸ）等の高度な専門性を有する人
材の育成を図るなど、社会の変化に的確に対応した魅力ある教育研究を展
開する。 

 
 
（８） 私学教育の振興 

建学の精神に基づく多様な人材育成や特色ある教育を展開し、公教育の一翼を担う
私立学校は、本県の教育において重要な役割を果たしており、個性豊かで魅力ある学
校づくりが期待されている。加えて、専修学校・各種学校は、実践的な職業教育・技術教
育等を行う教育機関であるとともに、地域人材の育成、リカレント教育にも貢献している
ことから、以下の事項に取り組む。 

① 私立幼稚園・小学校・中学校・高校の教育への支援 
私立幼稚園・小学校・中学校・高校における教育環境の維持・向上や保護者等

の経済的な負担軽減を図るほか、特色ある教育活動・魅力向上に向けた取組を
支援する。 

 
【取組の方向性】 

・  学校教育に求められるものが多様化する中、特色ある教育を行う私立学校
の独自性を尊重しながら経常費補助等の支援を行い、学校運営の安定化や
教育環境の維持・向上を図る。 

・  国の就学支援金や県独自の授業料軽減補助等による修学支援を行うこと
により、保護者等の経済的な負担軽減を図り、生徒の就学機会を確保する。 

 

② 私立専修学校・各種学校の教育への支援 
私立専修学校・各種学校における適正な運営体制の確保や保護者等の経済的

な負担軽減を図るほか、特色ある教育活動・魅力向上に向けた取組を支援する。 
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【取組の方向性】 
・  実践的・専門的な職業技術教育又は地域に根ざした特色ある教育を行う専

修学校及び各種学校について、教育環境の維持・向上や、多彩な教育活動
等の展開に向けた取組を支援する。 

・  国の就学支援金や高等教育無償化による授業料・入学金減免等による修
学支援を行い、保護者等の経済的な負担軽減を図り、生徒の就学機会を確
保する。 

 

 

（９） 人生１００年を通じた学びの推進 
人生１００年時代においては、県民誰もが、生涯にわたって学び続けられる機会の確

保とともに、意欲をもって知識と知恵をアップデートし続け、スキルを身に付けるなど、自
らの可能性を最大限に伸ばし、学びの成果を社会の様々な場面で発揮できる社会を形
成することが求められている。加えて、県立美術館・博物館等の社会教育施設の活動等
を充実させるとともに、生涯を通じた文化芸術活動の充実や文化財の適切な保存・活
用、人生を健康にいきいきと過ごすための運動・スポーツを推進すべく、以下の事項に
取り組む。 

① 生涯学習・社会教育23の振興 
県民一人一人が生涯にわたって主体的に学び続けることができるよう、社会の

変化に対応して年齢を問わず必要となる基礎的なスキルの習得のための学習や、
自己実現を図る上で必要となる学習等、リスキリング24やアップスキリング25を目的
としたリカレント教育26も含めた県民の多様な生涯学習の機会や場の充実を図る。 

     また、地域住民自身が主体的に学ぶ意思をもち、教え学び合う当事者となり、そ
の学習成果が地域コミュニティづくり、地域課題の解決を図るための活動に還元
されるよう、社会教育を支える人材の養成、指導者の資質向上を図るとともに、行
政、ＮＰＯ（非営利団体）、大学、企業等の多様な主体との連携・協働により、地域
創生に向けた社会教育の振興を図る。 

 
【取組の方向性】 

・  すべての県民が大学・専修学校や高齢者大学講座等の様々な施設・講座に
おいて、成人や高齢者等それぞれのライフステージに応じた学びを通じた主
体的なキャリア形成を図ることができるよう、現代に必要な学習課題や学習
ニーズを踏まえた生涯学習の機会と場の充実を図る。 

                                                
23 教育基本法第３条では、生涯学習の理念として、「国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯

にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適切にいかすことのできる社会の実現が図られなけ

ればならない。」と規定されている。生涯学習は、社会教育や学校教育を通じた意図的・組織的な学習はもちろん、個人の学習や様々な

活動から得られる意図的ではない学習も含む幅広い概念である。  

その中で、社会教育は、社会教育法第２条において、「学校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対

して行われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーションの活動を含む）」と定義されており、学校教育の領域を除いたあらゆる組織

的な教育活動を対象とするものであり、個人が生涯にわたって多様な学習を行い、その成果をいかす実践の機会を提供するものとして、

生涯学習社会の実現に向けて中核的な役割を果たすべきものである。（中央教育審議会「人口減少時代の新しい地域づくりに向けた

社会教育の振興方策について（答申）（平成３０年１２月２１日）」より） 
24 現在の職務の延長線上では身に付けることが困難な時代のニーズに即した能力・スキルを身に付けること。 
25 キャリアチェンジを伴わずに現在の職務を遂行する上で求められる能力・スキルを追加的に身に付けること。 
26 学校教育からいったん離れたあとも、それぞれのタイミングで学び直し、仕事や社会で求められる能力を磨き続けていくこと。  
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・  大学や専修学校をはじめ、様々な施設・講座において、個々人のニーズに応
じてリカレント教育を受けられる機会や内容の充実を図る。 

・  世代を超えて互いに交流しながら、地域、暮らし及び生きがいを共に創り、高
め合う「地域社会」を実現するための活動を通じて、各自が成長していくため
の環境の整備を図る。 

・  社会教育指導者や社会教育関係職員の研修等、社会教育を担う人材の養
成・活躍機会の拡充を図る。 

 
② 社会教育施設の充実 

社会教育施設は、人が育ち、つながれる場所として、学習手法や学習領域等に
おける豊富な蓄積と、貴重な教育財産を有し、地域における社会教育、地域の教
育力の向上の拠点として重要なものである。 

社会教育施設がその役割を果たし、高齢者や障害者、子育て世代、子ども等、
県民誰もが、美術館や博物館等の社会教育施設を楽しめ、一層利活用することが
できるよう社会教育施設の充実を図る。 

 
【取組の方向性】 

・  県民の多様な学習ニーズに対応するため、特別展や企画展等の展示や各
種講座、オンラインコンテンツ等の充実を図り、利用者の満足度の向上に取り
組む。 

・  多様な学習ニーズに対応するための調査研究の推進や学びのプログラム
の提供等学習機会の充実を図る。 

・  「ひょうごプレミアム芸術デー」27の取組の拡大や、障害のある方や子育て世
代等、誰もが楽しめる取組の推進を通じて、県民が芸術文化に触れる機会の
充実を図る。 

・  社会教育施設の魅力を伝える広報活動の積極的な展開を図るとともに、外
部資金の積極的な獲得を図る。 

 
③ 文化芸術の振興と文化財の保存・活用 

芸術文化は豊かな人間性を育て、想像力や感情移入の能力、表現力を育むな
ど人間が人間らしく生きるための糧となるものである。とりわけ本県では、阪神・淡
路大震災において、傷ついた人々の心を芸術文化が癒やし、元気付け、復興への
意欲を生み出す大きな原動力となった経験から、芸術文化が県民の暮らしに欠く
ことのできない基本的な公共財であることを強く再認識し、文化芸術の振興を図
る。 

また、本県は、風土の異なる「旧５国」から成っており、それぞれの地域には独自
の多彩な歴史や文化が育まれている。この多様な自然・風土を保有する本県が育
んできた豊かな歴史文化遺産を保存し、後世に伝えるとともに、それらを活用する
ことにより、伝統の息づく新たな地域文化を創造する取組を推進する。 

 
【取組の方向性】 

・  「芸術文化振興ビジョン」に基づき、若手芸術家の発掘・育成、アウトリーチ

                                                
27 誰もが芸術文化に親しみ、楽しんでいただける取組を拡げていくため、７月の１週間、県立の美術館や博物館等を無料開放する「ひょう

ごプレミアム芸術デー」を令和４（２０２２）年度から実施。 
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活動の推進、本物の芸術文化に親しめる環境の充実、芸術文化資源を通じ
た地域の活性化等、更なる振興に向けた取組を推進する。 

・  「兵庫県文化財保存活用大綱」及び市町における「文化財保存活用地域
計画」28に基づき、歴史文化遺産の保存・整備とともに、民俗芸能公開事業等
による地域への愛着の醸成や地域住民の心のよりどころとなる歴史文化遺
産を継承していくことに対する理解の促進、地域振興や地域学習における積
極的な活用等により、文化財に触れる機会の充実を図る。 

・  ヘリテージマネージャ－（歴史文化遺産活用推進員）の養成等により、歴史
文化遺産を後世に継承するための人材を確保する。 

・  文化遺産をいかした地域活性化に取り組むため、本県を語る上で欠くことの
できない歴史上のテーマや、重要で広域的な課題について体系的な調査研
究を実施する。 

 
④ 「する・みる・ささえる」スポーツへの参画 

すべての県民がスポーツを通じて楽しさや感動を分かち合い、共に支え合う兵
庫のスポーツ文化を確立し、一人一人が健康で、いきいきと暮らす社会「スポーツ
立県ひょうご」を実現する。 

 
【取組の方向性】 

・  「兵庫県スポーツ推進計画」に基づき、生涯にわたって豊かなスポーツライ
フを実現する基盤をつくる「子ども・ユーススポーツの推進」、すべての県民が
スポーツに親しむ「生涯スポーツの推進」、国内外でトップアスリートが活躍
する「競技スポーツの推進」、スポーツを通じた共生社会を実現する「障害者
スポーツの推進」の４つを柱に、「する・みる・ささえる」スポーツへの参画に係
る取組を推進する。 

  

                                                
28 各市町において取り組んでいく目標や取組の具体的な内容を記載した、当該市町における文化財の保存・活用に関する基本的なアク

ション・プラン。 
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基本方針２ すべての子どもたちが自分らしく安心して過ごせる学校・家庭・地域等の構築 

（１） 多様性の尊重と包摂性のある教育の推進 
障害や不登校をはじめ、日本語指導が必要な外国人の子どもたち、特異な才能、複

合的な困難等の様々な事情・背景により多様な教育ニーズのある子どもたちに対して、
自立と社会参加を見据えて、社会的包摂の観点から「個別最適な学び」の機会を確保
するとともに、すべての子どもたちがそれぞれの多様性を認め合い、互いに高め合う「協
働的な学び」の機会を確保することが重要である。 

加えて、一人一人の生き方、能力、適性を考え固定的な性別役割分担意識29等にと
らわれずに、主体的に進路や職業等を選択する能力・態度等を身に付けられるよう、一
人一人の能力・可能性を最大限に伸ばす教育の実現が重要である。 

これらの実現には、無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の払拭や、いわゆ
る「同調圧力」から脱却することが不可欠であり、それは学校のみならず社会全体で重
視していくべきことに留意しつつ、以下の事項に取り組む。 

① 特別支援教育の推進（再掲） 

 
② 不登校児童生徒への支援（再掲） 

 
③ 多様な教育ニーズへの対応 

障害や不登校をはじめ、日本語指導が必要な外国人の子どもたち、特異な才
能、複合的な困難等の様々な事情・背景により多様な教育ニーズのある子どもた
ちに対して、一人一人の課題に応じ、適切に対応する。 

 
【取組の方向性】 

・  様々な事情・背景により多様な教育ニーズのある子どもたちが安心して教育
を受けられるよう、多様な学び場の確保・充実に取り組む。 

・  様々な事情・背景により多様な教育ニーズのある子どもたちに対応する観点
からも、ＩＣＴも活用しつつ、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な
充実を図る。 

・  様々な困難や課題を抱える子どもたちに対し、スクールカウンセラーやスクー
ルソーシャルワーカー等を活用した「チーム学校」による、早期発見・早期対応
や関係機関と連携した切れ目ない教育相談体制の充実を図る。 

・  日本語指導が必要な外国人の子どもたちを支援するため、日本語指導に関
わる支援員の配置や派遣の充実、教員研修の実施、教育相談等に取り組む。 

 
④ 男女共同参画の視点に立った教育の推進 

    性別にとらわれることなく、個性や能力を発揮できる環境を構築し、誰もが互い
に支え合い、穏やかに安心して暮らすことのできる社会を実現し維持していくた

                                                
29 「第５次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ～」（令和２年１２月２５日閣議決定）においては、男女共同参画に

ついて、「依然として社会全体が変わるまでには至っていない。（中略）背景には、働き方・暮らし方の根底に、長年にわたり人々の中に形

成された固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見・固定観念、無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）があることが挙げ

られる。このような意識や固定観念は、往々にして幼少の頃から長年にわたり形成されてきており、女性と男性のいずれにも存在する。国

民の意識が変わり固定観念にとらわれなくなることで、女性も男性も一人一人が、お互いを尊重しながら、長い人生の中で主体的で多

様な選択をでき、自分らしく生きられることにつながる」としている。 
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め、人権尊重や男女共同参画についての理解を深める取組を推進する。 
 
【取組の方向性】 

・  男女の平等や相互の理解、男女が共同して社会に参画することの重要性、
一人一人の生き方、能力、適性を考え、性別にとらわれず主体的に多様な進
路を選択することの重要性等についての指導を推進する。 

・  子どもたちの最も身近な存在である教職員が、固定的な性別役割分担意
識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）を払拭し、男女共同参画
の理念を理解し推進できるよう研修の実施等に取り組む。 

 
 
 （２） 学校・家庭・地域との協働による豊かな学びの推進 

子どもたちの豊かな学びの推進や自分らしく安心して活動できる居場所づくり等の
ためには、学校・家庭・地域が連携・協働することが重要である。その際、家庭教育は、
すべての教育の出発点であることを再認識し、その上で、家庭環境の多様化に伴う家
庭における教育上の課題を解決する視点が重要である。 

加えて、地域の教育力を高めていく上では、地域住民が共に学び、地域コミュニティ
形成の営みという性格を強く有している社会教育の役割の重要性や、子どもたちが地
域活動へ参画するなど、若い世代の参画の重要性を再認識した上で、以下の事項に
取り組む。 

① 家庭の教育力の向上 
家庭は、子どもの教育について第一義的責任を有しており、家庭でのふれあい

は、子どもが、基本的な生活習慣や生活能力、人に対する信頼感、豊かな情操、他
人に対する思いやり、基本的倫理観、自尊心や自立心、社会的なマナー等を身に付
けていく上で、重要な役割を果たしている。家庭同士や学校、地域等の交流や協働
を通じて学びを積み重ね、親が親として成長しながら子どもと向き合いつつ、子ども
の豊かな成長を支えていけるよう、家庭の教育力の向上を図る。 

 
【取組の方向性】 

・  家庭環境の多様化に伴う家庭における教育上の課題や悩みを社会全体で
受け止めながら、家庭教育の重要性についての啓発、子育ての悩み・不安の
解消、親が親として成長するための学びの支援、相談体制の充実等、家庭教
育の支援に取り組む。 

 
② 地域の教育力の向上 

地域社会において、子どもたちが多様な学びや交流により豊かに成長していくた
め、学校と地域の相互の連携・協働のもとに学校づくりと地域づくりを進め、相互に
育ち合いながら、地域の教育力の向上を図る。その際、子どもたちも、積極的に地域
に関わり、貢献していくことで、地域から支えられるだけでなく、地域の一員としての
当事者意識をもち、これからの地域の担い手として活躍することが期待される。  

 
【取組の方向性】 

・  地域全体で子どもたちを育てる環境づくりを推進するため、地域における子
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育て家庭の支援や放課後等における子どもたちの安全で健やかな居場所を
確保する体制を構築するとともに、連携を円滑に進めるコーディネーター機能
の充実を図る。 

・  学校と地域住民等が力を合わせて学校運営に取り組む「コミュニティ・スクー
ル」と、学校と地域が相互にパートナーとして行う「地域学校協働活動」の一
体的な実施を推進するなど、学校・家庭・地域が連携・協働して、相互に育ち
合いながら、「地域とともにある学校」づくりを推進する。特に、県立学校におい
ては、「兵庫県版コミュニティ・スクール」の拡充を図るなど、学校が推進する特
色ある教育を地域社会が応援する仕組みの構築をめざす。 

 
 

（３） 子どもの育ちを社会全体で支える取組の推進 
学校外の多様な担い手による学びの提供や多様な支援体制の確保は、子どもたち

の学びを支え、自己肯定感を育む上で重要である。また、一人一人が子どもたちの成
長に関わる教育の当事者であるという意識をもち、社会総掛かりでの教育を実現する
ため、子どもたちの創造的な活動等を支援する取組の推進や、賛同する活動への寄附
も含め、様々な形で貢献したいと思うような機運を醸成していくことが重要である。 

加えて、地域の大人たちや企業・団体がこれまで以上に教育に関わりやすくするとと
もに、学校・家庭・地域の取組に保護者が積極的に参画することができるという観点か
らも、社会全体で働き方改革やワーク・ライフ・バランスを推進すべく、以下の事項に取り
組む。 

① 子どもたちの創造的な活動等を支援する取組の推進  
県民が、学校教育をはじめ「教育」の重要性を改めて理解し、お互いに支え合い

協力しながら、子どもたちの創造的な活動等を支援する取組を推進する。 
 

【取組の方向性】 
・  学校と地域住民等が力を合わせて学校運営に取り組む「コミュニティ・スク

ール」と、学校と地域が相互にパートナーとして行う「地域学校協働活動」の
一体的な実施を推進する。 

・  本県が全国に先駆けて推進してきた兵庫型「体験教育」や、地域との協働
活動、部活動等においては、多様な企業・団体・地域人材の参画により、学校
や地域での子どもたちの豊かな学びや成長を支えてきたことも踏まえ、改め
て、その意義を強く発信し、多様な担い手の協働・参画を得る取組を推進す
る。 

・  「教育推進月間」の発信強化・活用の推進等、教育への関心を高め、次代を
担う子どもたちの教育に関する取組を県民全体で推進し、様々な形で貢献で
きるような機運を醸成する。 

 
② 働き方改革・新たな働き方やワーク・ライフ・バランスの推進 

社会総掛かりでの教育を実現するため、保護者をはじめ、県民が、学校・地域の
取組等に参画できる機会を確保する。 
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【取組の方向性】 
・  リモートワークやテレワークは、時間や場所を有効に活用できる働き方であ

り、ウィズコロナ・ポストコロナにおける新たな働き方として推進されている中、
学校・家庭・地域における教育に保護者をはじめ大人が関わりをもてるように
なるためにも有益なものである。また、ワーク・ライフ・バランスは、保護者や地
域の大人が平日の昼間等でも学校や地域の活動に参画し、相互に理解し、
育ちつながり合えるようになれるという観点からも重要なものであることから、
そのような視点からも、ワーク・ライフ・バランスや働き方改革を推進する。 

 
 

（４） 関係機関等との連携の強化 
いじめ、不登校、障害、児童虐待、性犯罪・性暴力30、ヤングケアラー31、貧困等、子ど

もたちが抱える困難や課題が多様化・複雑化している中、誰一人取り残されない支援
や教育環境を提供していくことは不可欠である。加えて、教育データを効果的に利活用
することで、困難や課題を抱える子どもたちの早期発見・早期対応が可能となることが
期待されることも踏まえ、以下の事項に取り組む。 

① 関係機関等との連携の強化 
子どもたちが抱える困難や課題が多様化・複雑化している中、学校と関係機関

との連携や、学校外の多様な支援体制の確保等、子どもたちを取り巻くあらゆる
環境を視野に入れた体制を構築する。 

 
【取組の方向性】 

・  様々な困難や課題を抱える子どもたちに対し、スクールカウンセラーやスクー
ルソーシャルワーカー等を活用した「チーム学校」による、早期発見・早期対
応や関係機関と連携した切れ目ない教育相談体制の充実を図る。 

・  学校と行政の各部局、福祉機関、医療・保健機関、警察・司法等とが連携し、
相互に協力・補完し合いつつ、真に支援が必要な子ども・家庭の発見や、ニ
ーズに応じた支援につなげる。 

・  ＮＰＯ（非営利団体）や企業、地域団体等との連携・協働により、学校外の多
様な担い手による学びの提供や多様な支援体制の確保を図り、学びの多様
化や地域等と一体となった活動を推進する。 

 
② 教育データ利活用に関する研究 

教育データの利活用に関しては、法令等において明確な定義がなく、多義的・広
範であり、様々な分類が可能であるが、「すべての子どもたちの可能性を最大限に
引き出す」「誰一人取り残されない」ことに資することが期待されていることから、

                                                
30 「性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針」（令和５年３月３０日 性犯罪・性暴力対策強化のための関係府省会議）においては、①生

命（いのち）の尊さや素晴らしさ、②自分を尊重し、大事にすること（被害者にならない）、③相手を尊重し、大事にすること（加害者になら

ない）、④一人一人が大事な存在であること（傍観者にならない）、について教育・啓発活動が必要であり、学校等において「生命（いの

ち）の安全教育」を推進することが求められている。 
31 「ヤングケアラーの支援に向けた福祉・介護・医療・教育の連携プロジェクトチーム報告」（令和３年５月１７日 ヤングケアラーの支援に

向けた福祉・介護・医療・教育の連携プロジェクトチーム）においては、年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を負うことで、

本人の育ちや教育に影響があるといった課題があり、その心身の健やかな育ちのためには、関係機関・団体等がしっかりと連携し、ヤン

グケアラーの早期発見・支援につなげる取組が求められている。 

61



 

 
 

利活用に向けた取組を推進する。 
 
【取組の方向性】 

・  国32において、教育データを、①児童生徒（学習者）に関するデータ（学習履
歴や生活・健康面に関するデータ）、②教員の指導・支援等に関するデータ、
③学校・自治体等に関するデータ（行政データ）に分類し、利活用に向けた検
討がなされていることも踏まえ、その状況を注視しつつ、「個別最適な学び」
の実現や困難や課題を抱える子どもたちの早期発見・早期対応に向けて、取
組事例の収集や課題の整理、利活用の具体的な方策等について研究を行
う。 

 
 

（５） 子どもたちの安心・安全の確保 
学校のみならず、保護者や地域、関係機関とも連携・協働しつつ、子どもたちが日常

において、安心・安全に学校生活を送ることができるよう、主体的に判断して行動する力
や共生の心を育成するとともに、新たな感染症の流行や災害等、不測の事態が生じた
際の子どもたちの学びの保障に取り組むため、以下の事項に取り組む。 

① 安全教育の推進 
   学校における活動中の事故や登下校中における事件・事故、犯罪等、子どもた

ちの安心・安全を脅かす様々な事案が顕在化していることも踏まえ、日常における
子どもたちの安心・安全の確保を図る。 

 
【取組の方向性】 

・  教育活動全体を通じ、自らの命を守り抜き、安心・安全な生活や社会を実
現するために、防犯や交通安全等を通じて、自ら適切に判断し主体的に行動
する態度を育成する。 

・  家庭、地域、関係機関との連携・協働による学校安全を推進する。 
・  学校における取組事例の普及や研修の実施、アドバイザーの派遣等、学校

の取組を支援する。 
 

② 「兵庫の防災教育」の推進 
    阪神・淡路大震災から四半世紀が経過する中で、震災の記憶が風化することを

防ぐとともに、その経験と教訓を活かし、南海トラフ巨大地震や多発する自然災害
に備えるため、主体的に判断して実践する力、助け合いやボランティア精神等共生
の心を育成する「兵庫の防災教育」を推進する。 

 
【取組の方向性】 

・  新任教職員への研修、防災に関する専門性の高い教職員の養成、震災・
学校支援チーム（ＥＡＲＴＨ）の訓練・研修等を通じて、教職員の対応力の向
上を図る。 

                                                
32 「教育データの利活用に関する有識者会議 論点整理（中間まとめ）」（令和３年３月 文部科学省 教育データの利活用に関する有識

者会議）  
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・  防災教育副読本「明日に生きる」の活用・改訂、指定校33における実践的
な授業の推進、取組事例の県内への普及等を通じて、学校の防災教育、防
災体制の充実を図る。 

・  「高校生等防災ジュニアリーダー」の育成等を通じて、高校生等が災害に
関する知識を学ぶ機会を設けるとともに、学んだ成果を被災地でのボランテ
ィア活動等においていかすなど、支援者としての視点から安全で安心な社会
づくりに貢献する意識の向上や態度を育成する。 

 
③ 学校の危機管理体制の向上 
   子どもたちの安全を確保するため、各学校において、全教職員が共通の認識の

もとで生活安全・交通安全・災害安全の各領域の危機管理における役割等を明
確にするとともに、生命を守り安全を確保する体制を確立する。  

また、今後、新たな感染症の流行や災害等の不測の事態が生じた際にも、学校
や設置者が学校教育活動を継続し、子どもたちの学びを保障していけるよう備え
る。 
 
【取組の方向性】 

・  アセスメントに基づいたＰＤＣＡサイクルを通し、危機管理マニュアル等の継
続的な見直しを行うとともに、校内研修等を通じて全教職員が共通に理解す
るよう取り組む。 

・  新型コロナウイルス感染症における対応事例の収集・整理や、非常時にお
ける端末の持ち帰り学習の準備等に継続的に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
33 本県においては、毎年、学校防災体制推進校、学校防災授業実践校を指定し、学校防災アドバイザーの助言等を受け、防災教育や防

災体制の充実を図っている。 
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基本方針３ 安心・安全で質の高い学びを実現する教育環境の整備・充実  

（１） 教育ＤＸの実現に向けた教育の情報化の推進 
ＩＣＴやＡＩ等の技術革新が飛躍的に進化するＳｏｃｉｅｔｙ５．０時代を生きていくためには、

時代の変化とともに成長しつつ、そのような時代を創造していく力と意思を育んでいくこ
とが不可欠である。そのためには、学校教育において、ＩＣＴの活用が「日常化」するよう
取り組むとともに、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を図ることが
重要である。また、教育データを効果的に利活用することで、そのような学びの実現や、
困難や課題を抱える子どもたちの早期発見・早期対応が可能となることが期待される
ことも踏まえ、以下の事項に取り組む。 

① １人１台端末の活用推進 
「ＧＩＧＡスクール構想」や高校におけるＢＹＯＤ34の導入により、学校において子ど

もたちの１人１台端末の環境が整備された。１人１台端末を活用し、新しい時代に
求められる資質・能力の一つである「情報活用能力（情報モラル含む）」の育成を
はじめ、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を図り「主体的・対
話的で深い学び」の授業実践を実現する。 

 
【取組の方向性】 

・  各教科の特質や、探究的な学習等、活用の場面にも留意しつつ、小学校か
ら高校まで一貫して１人１台端末の活用を「日常化」するとともに、効果的な
活用がなされるよう、教員のＩＣＴ活用指導力の向上やデジタル教材等のコン
テンツの充実、ＩＣＴ環境の整備・充実に取り組む。 

・  高校においては、ＢＹＯＤにより、学校に限らず家庭でも同環境で端末を用い
た学習が行え、学びの広がりと深化が期待できることから、積極的な活用を
進める。  

 

② 情報活用能力（情報モラルを含む）の育成（再掲） 
 
③ 教員のＩＣＴ活用指導力35の向上 

１人１台端末の活用は、すべての子どもたちの可能性を引き出す「個別最適な
学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を図るために必要不可欠なものである
ことから、教育分野におけるＩＣＴ活用の意義や必要性を改めて共有しつつ、教員
一人一人のＩＣＴ活用指導力の向上を図る。 

 
【取組の方向性】 

・  研修等を通じて、ＩＣＴの活用の「日常化」を促進するとともに、教員のＩＣＴ活
用指導力の向上を図る。研修機会の拡大と内容の充実を図るため、外部人
材の活用や、企業、大学等との連携を促進するとともに、取組事例の普及等
に取り組む。 

・  教員が校内研修も含め積極的に研修等に参加し研鑽を深められるよう、研

                                                
34 ＢＹＯＤ（Ｂｒｉｎｇ Ｙｏｕｒ Ｏｗｎ Ｄｅｖｉｃｅ）は、家庭から自己の端末を持ち込むこと。 
35 「教材研究・指導の準備・評価・校務等にＩＣＴを活用する能力」「授業にＩＣＴを活用して指導する能力」「児童生徒のＩＣＴ活用を指導す

る能力」「情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力」の４つの大項目で構成されている。 
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修受講の奨励や働き方改革の推進による時間の確保等に取り組む。 
・  学校間、地域間の差を縮小させ、県内のすべての子どもたちが１人１台端末

を効果的に活用した学びが実現できるよう、研修をはじめ、「兵庫県教育の情
報化推進協議会」の設置や、課題の共有、取組の好事例の普及等により、全
県一体となって「ＧＩＧＡスクール構想の実現」に取り組む。 

 
④ 校務改善と教育環境充実に向けたＩＣＴ環境の整備・充実 

１人１台端末の活用を「日常化」するとともに、効果的な活用がなされるよう、校
務・業務の効率化等、働きがいのある学校づくりを進めるため、円滑・安全なＩＣＴ
環境の整備・充実を図る。 

 
【取組の方向性】 

・  クラウドバイデフォルト等、今後のＩＣＴ環境整備に係る国の議論36も注視し
つつ、大型提示装置、学習者用・指導者用コンピュータ、無線ＬＡＮ等を整備
推進するとともに、通信環境の強化を図るなど、ＩＣＴを最大限活用できる環境
の整備推進に取り組む。 

・  働きがいのある学校づくりを進めるため、校務・業務のデジタル化を図り、教
職員が積極的にＩＣＴを活用できるよう、更なる整備推進に取り組む。 

 
⑤  教育データ利活用に関する研究（再掲） 
 

 
 
（２） 修学環境の整備・充実 

子どもたちの安心・安全を確保しつつ、質の高い学びや快適な学校生活を送る環境
を実現するとともに、すべての子どもたちが未来に希望をもち、家庭の経済事情によって
「学び」が止まることがないよう、以下の事項に取り組む。 

① 安心・安全な教育環境整備の推進 
学校施設の老朽化対策の実施や学校環境の整備充実を図り、安心・安全で快

適な学校生活を送る環境を実現する。 
 

【取組の方向性】 
・  老朽化が進行している県立学校施設について、「県立学校施設管理実施計

画」に基づき、学校施設の長寿命化改修等を計画的に実施する。 
・  選択教室や避難所指定体育館の空調整備、発展的統合校の特色づくり等、

環境改善を計画的に実施する。 
・  授業や部活動等で使用する備品・用具等の整備を学校の特色に応じて集中

的に実施する。 
 
② 教育費負担の軽減に向けた経済的支援 

学習機会の確保を図るため、様々な困難や課題を抱える子どもたちに対する就
学支援等を実施する。 

                                                
36 中央教育審議会初等中等教育分科会デジタル学習基盤特別委員会等 
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【取組の方向性】 
・  家庭の教育費負担を軽減するため、就学支援金等を支給する。 
・  経済的な理由により修学が困難な生徒に対し、奨学金等を貸与する。 
・  家計急変等により就学が困難となった生徒に対し、就学支援を行う。    

 
 
（３） 教職員の資質・能力の向上 

教育現場は、日々子どもたちに向き合う教職員の熱意と努力に支えられている。教職
員を取り巻く環境が厳しさを増す中で、「教育は人なり」のもと、志ある優れた素養と資
質・能力を備えた魅力ある人材を確保・育成し、子どもたちに「在りたい未来」を創造し
ていく力を育むことができるよう、以下の事項に取り組む。 

① 質の高い人材の確保、資質・能力の向上 
    子どもたちが抱える困難や課題が多様化・複雑化していることへの対応や、新し

い時代に求められる資質・能力の育成、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一
体的な充実、「主体的・対話的で深い学び」の授業実践等、様々な対応が求められ
ている。このような要請に応えていくためにも、不断に資質・能力の向上を図っていく
ことが必要であるとともに、顕在化している教員不足の問題へ対応していく必要が
あることから、質の高い人材の確保及び資質・能力の向上を図る。  

 
【取組の方向性】 

・  国が進める37「学校における働き方改革、処遇改善、指導・運営体制の充実
の一体的な推進」を踏まえた対応を的確に行う。 

・  専門性はもとより、様々な教育課題に適切に対応できる教員を安定的に確保
するため、教員の魅力発信に加え、人間性や資質の重視、教員経験者や多様
な人材の確保等、採用試験の工夫・改善による優れた人材の安定的な確保を
図るとともに、講師登録人材バンクの充実等、幅広い人材発掘に取り組む。 

・  学校教育を取り巻く環境の変化に応じて、研修や日々の学習活動等、   
様々な機会を捉えて、新たな知識・技能等を身に付けられるよう、「兵庫県管理
職・教員資質向上指標」及び「兵庫県教職員研修計画」に基づき、教職員の
キャリアステージ・能力・適性に応じた体系的な研修を実施するとともに、研修
履歴を活用した教職員の研修受講を奨励する。 
 

② 意欲と能力が最大限発揮できる指導・運営体制の整備・充実 
    新しい時代の教育を実現するため、国、県、市町、各学校等、それぞれの主体がそ

の権限と責任に応じて役割を果たしながら、持続可能な指導・運営体制が構築で
きるよう、整備・充実を図る。 

 
【取組の方向性】 

・  国が進める「学校における働き方改革、処遇改善、指導・運営体制の充実の
一体的な推進」を踏まえながら、多様な子どもたち一人一人の状況に応じたき

                                                
37 「『令和の日本型学校教育』を担う質の高い教師の確保のための環境整備に関する総合的な方策について（諮問）」（令和５年５月２

２日 中央教育審議会） 
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め細かな指導や、専門性の高い教科指導等による教育の質の向上を図るとと
もに、障害のある子どもたちや外国人の子どもたちへの指導、いじめや不登校
への対応を含め、多様な教育ニーズに応じた学校の指導・運営体制の効果的
な強化・充実を図る。 

・  校長等のマネジメントのもと、教諭はもとより、養護教諭、栄養教諭、事務職員
に加え、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の支援スタッフ
が、連携・分担して役割を果たし、子どもたちに必要な資質・ 能力を育むこと
ができるよう「チーム学校」を一層推進する。 

 
 
（４） 学校の組織力の向上 

質の高い教育の実現や複雑化・困難化する教育課題に対応していくためには、教職
員が心身共に健康で能力を発揮できる環境整備が重要である。校長等のマネジメント
のもと、業務量の削減や業務の効率化、健康の保持増進を図るとともに、子どもたちに
必要な資質・ 能力を育むことができるよう、以下の事項に取り組む。 

① 働きがいのある学校づくりの推進 
教職員が志気高く責任と誇りをもって子どもたちに向き合え、学校が教職員のウ

ェルビーイングを高める場となるよう、働きがいのある学校づくりを推進する。 
 

【取組の方向性】 
・  校長等のマネジメントのもと、教諭はもとより、スクールカウンセラー、スクール

ソーシャルワーカー等の多様な専門性をもつ支援スタッフが連携・分担して役
割を果たし、「チーム学校」として関係機関との連携も図りながら、子どもたち
を取り巻く様々な課題への対応に取り組む。 

・  必ずしも教職員が担う必要がない業務に係る外部人材の積極的な活用や
業務支援員の配置支援、コミュニティ・スクール等も活用した社会全体の理解
の醸成、慣習にとらわれない行事・業務の見直し・廃止等により、学校・教職員
が担う業務の適正化を図る。  

・  「教育職員の業務の量の適切な管理に関する措置等を定める規則」及び
「働きがいのある学校づくりに関する方針」の実効性向上に向け、校長等のリ
ーダーシップのもと「チーム学校」として、在校等時間の適正な管理、外部人材
の活用、先進的な取組事例（ＧＰＨ10038等）の普及、ＩＣＴを活用した校務・業
務の効率化等を通じて、教職員の業務負担軽減に取り組む。 

 
② 教職員の健康管理 

教職員が心身共に健康で、専門性を高め、十分に指導力を発揮できるよう、健康
の保持増進を図る。 

 
【取組の方向性】 

・  メンタルヘルス不調の未然防止や早期発見・早期対処を目的とした相談事
業、研修、職場復帰支援等に取り組む。 

                                                
38 教職員の勤務時間適正化先進事例集「ＧＰＨ１００ ～ＧＯＯＤ ＰＲＡＣＴＩＣＥ ｉｎ ＨＹＯＧＯ １００～」（令和５年４月 兵庫県教育委員会） 
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・  メンタルヘルス総合対策の取組を広く教職員に周知し、きめ細かいサポート
に取り組むことにより、療養者の減少に取り組む。 

・  年次休暇の取得促進、各種休暇制度の周知、自己研鑽の奨励、男性の家
事・育児への参画等、ワーク・ライフ・バランスの推進を図る。 

・  ハラスメントはもとより、教職員の悩み事について、相談窓口の活用や倫理観
を高める研修の実施等を通じて、相談しやすい雰囲気の醸成を図り、風通しの
よい学校づくりを推進する。 

 
③ 管理職の確保・育成  

    学校において管理職は、「チーム学校」としての働きがいのある学校づくり、職場
の心理的な安全の確保、学校外との連携・協働、信頼関係の構築、教職員それぞれ
の強みをいかしつつ意欲と能力の向上を図るなど、重要な役割を担っていることか
ら、管理職を安定的に確保・育成する。 

 
【取組の方向性】 

・  学校が抱える様々な課題を積極的に解決するためのリーダーシップを有する
管理職の育成、学校運営の中心となるミドルリーダーの育成、女性管理職の
育成等、これからの時代に求められる資質・能力を有する管理職の確保・育成
を行うため、体系的・実践的な研修を実施する。 

・  学校運営・教育活動の中核的な役割を担い、将来管理職になることが想定
されている主幹教諭の計画的な配置を行う。 
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事業

① 新しい時代に求められる資質・能力の育成

② 「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実

③ 情報活用能力（情報モラルを含む）の育成

④ 伝統と文化を尊重しグローバル化に対応する国際教育の強化

⑤ 新たな価値を創造する教育の充実

⑥ 魅力と活力ある高校づくりの推進

① 兵庫型「体験教育」の推進

② ふるさと意識を醸成する教育の推進

③ 道徳教育の推進

④ 人権教育の推進

⑤ いじめへの対応

⑥ 不登校への対応

⑦ 読書活動の充実

① 健康教育・食育の推進

② 体力・運動能力の向上

③ 部活動改革の推進

① 兵庫型「キャリア教育」の推進

② 社会的資質・能力の発達の支援

③ 主体的に社会の形成に参画する態度等の育成

① 連続性のある多様な学びの場における教育の充実

② 連携による切れ目ない一貫した相談・支援体制の充実

① 幼児期における教育の質の向上

② 幼保小の協働による架け橋期の教育の充実

① グローバル社会で活躍できる人材の育成

② 地域のニーズに応える専門人材の育成

③ 高度な専門性を有する人材の育成

① 私立幼稚園・小学校・中学校・高校の教育への支援

② 私立専修学校・各種学校の教育への支援

① 生涯学習・社会教育の振興

② 社会教育施設の充実

③ 文化芸術の振興と文化財の保存・活用

④ 「する・みる・ささえる」スポーツへの参画

① 特別支援教育の推進（再掲）

② 不登校児童生徒への支援（再掲）

③ 多様な教育ニーズへの対応

④ 男女共同参画の視点に立った教育の推進

① 家庭の教育力の向上

② 地域の教育力の向上

① 子どもたちの創造的な活動等を支援する取組の推進

② 働き方改革・新たな働き方やワーク・ライフ・バランスの推進

① 関係機関等との連携の強化

② 教育データ利活用に関する研究

① 安全教育の推進

② 「兵庫の防災教育」の推進

③ 学校の危機管理体制の向上

① １人１台端末の活用推進

② 情報活用能力（情報モラルを含む）の育成（再掲）

③ 教員のICT活用指導力の向上

④ 校務改善と教育環境充実に向けたICT環境の整備・充実

⑤ 教育データ利活用に関する研究（再掲）

① 安心・安全な教育環境整備の推進

② 教育費負担の軽減に向けた経済的支援

① 質の高い人材の確保、資質・能力の向上

② 意欲と能力が最大限発揮できる指導・運営体制の整備・充実

① 働きがいのある学校づくりの推進

② 教職員の健康管理

③ 管理職の確保・育成

　
各
取
組
に
係
る
事
業

（8） 私学教育の振興

（5） 特別支援教育の推進

（9）
人生100年を通じた学びの
推進

（7） 高等教育（大学）の推進

（6） 幼児期の教育の充実

（5）
子どもたちの安心・安全の
確保

第４期プランの骨子
基本方針 基本的方向 施　　策

１
予測困難な時代を生き
抜く力を育む教育の推
進

（1） 「確かな学力」の育成

（3） 「健やかな体」の育成

（2） 「豊かな心」の育成

（4）
社会的自立に必要な資質・
能力・態度の育成

子どもの育ちを社会全体で
支える取組の推進

（4） 関係機関等との連携の強化

（2）
学校・家庭・地域との協働に
よる豊かな学びの推進

（3）

　
各
取
組
に
係
る
事
業

（3） 教職員の資質・能力の向上

２

すべての子どもたちが
自分らしく安心して過ご
せる学校・家庭・地域等
の構築

（1）
多様性の尊重と包摂性の
ある教育の推進

（4） 学校の組織力の向上

３
安心・安全で質の高い
学びを実現する教育環
境の整備・充実

（1）
教育DXの実現に向けた
教育の情報化の推進

（2） 修学環境の整備・充実

　
各
取
組
に
係
る
事
業
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策定の経緯                                            

 
１ 兵庫県教育振興基本計画検討委員会設置 

令和５年５月２５日～令和６年３月１日 
 
２ 委員名簿（敬称略、職名は開催当時） 

分 野 名 前 役  職 

学識経験者 

新  井     肇 関西外国語大学 教授 
井野瀬  久美惠 甲南大学 教授 
髙  坂     誠 兵庫県立大学 学長 
佐  藤     真 関西学院大学 教授            【副委員長】 
長  瀬   荘  一 神戸女子短期大学 名誉教授    【委員長】 
永  田   智  子 兵庫教育大学 教授 

各
界
代
表 

県 議 会 
増  山     誠 兵庫県議会文教常任委員会 委員長 
富  山   恵  二 兵庫県議会文教常任委員会 副委員長 

生涯学習 岩  木   啓  子 ライフデザイン研究所ＦＬＡＰ 代表 
マ ス コ ミ 小  林   由  佳 神戸新聞社 論説委員 
ス ポ ー ツ 杉  本   恵  子 兵庫県スポーツ協会 副会長 
経 済 界 田  中   裕  子 兵庫県経営者協会 副会長 
労 働 界 森  戸   卓  也 日本労働組合総連合会兵庫県連合会 副会長 
青 少 年 山  崎   清  治 ＮＰＯ法人生涯学習サポート兵庫 理事長 

行
政 

市町教委 
重  松   司  郎 兵庫県都市教育長協議会 会長 
西  村   松  代 兵庫県町教育長会 監査（～Ｒ５.１１.２８） 
糸  井   香 代 子 兵庫県町教育長会（Ｒ５.１１.２９～） 

学
校
関
係
者 

私 学 
濱  名     浩 兵庫県私立幼稚園協会 顧問 
和  田   孫  博 兵庫県私立中学高等学校連合会 副理事長 
大  岡     豊 兵庫県専修学校各種学校連合会 会長 

保 護 者 竹  内   有  希 兵庫県ＰＴＡ協議会 会長 

公立学校 

池  田   由  紀 兵庫県国公立幼稚園・こども園長会 副会長 
縣     智 佳 子 兵庫県小学校長会 庶務副部長 
山  下   勝  幸 兵庫県中学校長会 副会長 
大  角   謙  二 兵庫県立学校長協会 副会長 
小  俵   千  智 兵庫県立特別支援学校長会 前副会長 

公 募 
荒  木   伸  雄 公募委員 
波 多 江   み ゆ き 公募委員 

 
３ 策定経過 

令和５年 
 ５月３０日        第１回検討委員会（兵庫の教育の現状と課題） 
７月３１日        第２回検討委員会（骨子案） 
９月２９日        第３回検討委員会（素案） 

１１月１４日 
～１２月４日     パブリック・コメントの実施（３６５件/２００人） 

        １２月２５日        第４回検討委員会（最終案） 
令和６年 

１月１１日        教育委員会議決 
         ３月   １日        第３６６回県議会議決 
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